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(57)【要約】
発泡剤などの種々の用途における、他のフルオロアルケン、炭化水素、ハイドロフルオロ
カーボン（ＨＦＣ）、エーテル、アルコール、アルデヒド、ケトン、ギ酸メチル、ギ酸、
水、トランス－１，２－ジクロロエチレン、二酸化炭素、及びこれらの任意の２種類以上
の組合せなどの１種類以上の他の成分と組み合わせたモノクロロトリフルオロプロペンの
種々の使用を開示する。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（ａ）トランスＣＦ３ＣＨ＝ＣＣｌＨ（１２３３ｚｄＥ）、シスＣＦ３ＣＨ＝ＣＣｌＨ
（１２３３ｚｄＺ）、トランスＣＨＦ２ＣＦ＝ＣＣｌＨ（１２３３ｙｄＥ）、シスＣＨＦ

２ＣＦ＝ＣＣｌＨ（１２３３ｙｄＺ）、トランスＣＨＦ２ＣＨ＝ＣＣｌＦ（１２３３ｚｂ
Ｅ）、シスＣＨＦ２ＣＨ＝ＣＣｌＦ（１２３３ｚｂＺ）、トランスＣＨＦ２ＣＣｌ＝ＣＨ
Ｆ（１２３３ｘｅＥ）、シスＣＨＦ２ＣＣｌ＝ＣＨＦ（１２３３ｘｅＺ）、ＣＨ２ＦＣＣ
ｌ＝ＣＦ２（１２３３ｘｃ）、トランスＣＨＦＣｌＣＦ＝ＣＦＨ（１２３３ｙｅＥ）、シ
スＣＨＦＣｌＣＦ＝ＣＦＨ（１２３３ｙｅＺ）、ＣＨ２ＣｌＣＦ＝ＣＦ２（１２３３ｙｃ
）、ＣＦ２ＣｌＣＦ＝ＣＨ２（１２３３ｘｆ）、及びこれらの２種以上の組合せからなる
群から選択される少なくとも１種類のモノクロロトリフルオロプロペン；及び
　（ｂ）Ｃ１～Ｃ４炭化水素、ハイドロフルオロカーボン（ＨＦＣ）、エーテル、アルコ
ール、アルデヒド、ケトン、ギ酸メチル、ギ酸、水、トランス－１，２－ジクロロエチレ
ン、二酸化炭素、ジメトキシメタン（ＤＭＥ）、前記第１のフルオロアルケンと異なる第
２のフルオロアルケン、及びこれらの任意の２種以上の組合せからなる群から選択される
少なくとも１種類の追加の成分；
を含む組成物。
【請求項２】
　前記モノクロロトリフルオロプロペンが組成物の約５重量％～約９５重量％の量で組成
物中に存在し、前記少なくとも１種類の追加の成分が組成物の約５重量％～約９５重量％
を構成する、請求項１に記載の組成物を含む発泡剤。
【請求項３】
　前記少なくとも１種類のモノクロロトリフルオロプロペンが組成物の約２０重量％～約
９０重量％の量で組成物中に存在し、前記少なくとも１種類の追加の成分が、約１５重量
％～約８５重量％の、イソペンタン、ｎ－ペンタン、シクロペンタン、ブタン、及びイソ
ブタン、並びにこれらの組合せからなる群から選択される少なくとも１種類の炭化水素を
含む、請求項１に記載の組成物を含む発泡剤。
【請求項４】
　前記少なくとも１種類の追加の成分が、ギ酸メチル、水、ＣＯ２、２－エチル－１－ヘ
キサノール、トランス－１，２－ジクロロエチレン、及びジメトキシメタンからなる群か
ら選択される、請求項１に記載の組成物を含む発泡剤。
【請求項５】
　前記モノクロロトリフルオロプロペンが、トランス－１，１，１－トリフルオロ－３－
クロロ－プロペン（トランスＨＦＣＯ－１２３３ｚｄ）及びシス－１，１，１－トリフル
オロ－３－クロロ－プロペン（シスＨＦＣＯ－１２３３ｚｄ）の組み合わせを約３０：７
０～約５：９５のシス：トランス重量比で含む、請求１に記載の組成物を含む発泡剤。
【請求項６】
　前記少なくとも１種類の追加の成分が、少なくとも１種類のフルオロアルケン、少なく
とも１種類のＨＦＣ、トランス－１，２－ジクロロエチレン、及びこれらの２種以上の組
合せからなる群から選択される、請求項１に記載の組成物を含むエアゾール。
【請求項７】
　前記少なくとも１種類の追加の成分が、少なくとも１種類のフルオロアルケン、少なく
とも１種類のＨＦＣ、少なくとも１種類のＣ１～Ｃ４アルコール、トランス－１，２－ジ
クロロエチレン、及びこれらの組合せを含む、請求項１に記載の組成物を含む溶媒。
【請求項８】
　（ａ）トランスＣＦ３ＣＨ＝ＣＣｌＨ（１２３３ｚｄＥ）、シスＣＦ３ＣＨ＝ＣＣｌＨ
（１２３３ｚｄＺ）、トランスＣＨＦ２ＣＦ＝ＣＣｌＨ（１２３３ｙｄＥ）、シスＣＨＦ

２ＣＦ＝ＣＣｌＨ（１２３３ｙｄＺ）、トランスＣＨＦ２ＣＨ＝ＣＣｌＦ（１２３３ｚｂ
Ｅ）、シスＣＨＦ２ＣＨ＝ＣＣｌＦ（１２３３ｚｂＺ）、トランスＣＨＦ２ＣＣｌ＝ＣＨ
Ｆ（１２３３ｘｅＥ）、シスＣＨＦ２ＣＣｌ＝ＣＨＦ（１２３３ｘｅＺ）、ＣＨ２ＦＣＣ
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ｌ＝ＣＦ２（１２３３ｘｃ）、トランスＣＨＦＣｌＣＦ＝ＣＦＨ（１２３３ｙｅＥ）、シ
スＣＨＦＣｌＣＦ＝ＣＦＨ（１２３３ｙｅＺ）、ＣＨ２ＣｌＣＦ＝ＣＦ２（１２３３ｙｃ
）、ＣＦ２ＣｌＣＦ＝ＣＨ２（１２３３ｘｆ）、及びこれらの２種以上の組合せからなる
群から選択される少なくとも１種類のモノクロロトリフルオロプロペン；及び
　（ｂ）潤滑剤、安定化剤、金属不動態化剤、腐食抑制剤、炎抑制剤、トリクロロフルオ
ロメタン（ＣＦＣ－１１）、ジクロロジフルオロメタン（ＣＦＣ－１２）、ジフルオロメ
タン（ＨＦＣ－３２）、ペンタフルオロエタン（ＨＦＣ－１２５）、１，１，２，２－テ
トラフルオロエタン（ＨＦＣ－１３４）、１，１，１，２－テトラフルオロエタン（ＨＦ
Ｃ－１３４ａ）、ジフルオロエタン（ＨＦＣ－１５２ａ）、１，１，１，２，３，３，３
－ヘプタフルオロプロパン（ＨＦＣ－２２７ｅａ）、１，１，１，３，３，３－ヘキサフ
ルオロプロパン（ＨＦＣ－２３６ｆａ）、１，１，１，３，３－ペンタフルオロプロパン
（ＨＦＣ－２４５ｆａ）、１，１，１，３，３－ペンタフルオロブタン（ＨＦＣ－３６５
ｍｆｃ）、水、ＣＯ２、及びこれらの２種以上の組合せからなる群から選択される少なく
とも１種類の追加の成分；
を含む組成物。
【請求項９】
　前記組成物が少なくとも約５０重量％の少なくとも１種類のモノクロロトリフルオロプ
ロペンを含む、請求項８に記載の組成物を含む熱伝達流体。
【請求項１０】
　物質を、トランスＣＦ３ＣＨ＝ＣＣｌＨ（１２３３ｚｄＥ）、シスＣＦ３ＣＨ＝ＣＣｌ
Ｈ（１２３３ｚｄＺ）、トランスＣＨＦ２ＣＦ＝ＣＣｌＨ（１２３３ｙｄＥ）、シスＣＨ
Ｆ２ＣＦ＝ＣＣｌＨ（１２３３ｙｄＺ）、トランスＣＨＦ２ＣＨ＝ＣＣｌＦ（１２３３ｚ
ｂＥ）、シスＣＨＦ２ＣＨ＝ＣＣｌＦ（１２３３ｚｂＺ）、トランスＣＨＦ２ＣＣｌ＝Ｃ
ＨＦ（１２３３ｘｅＥ）、シスＣＨＦ２ＣＣｌ＝ＣＨＦ（１２３３ｘｅＺ）、ＣＨ２ＦＣ
Ｃｌ＝ＣＦ２（１２３３ｘｃ）、トランスＣＨＦＣｌＣＦ＝ＣＦＨ（１２３３ｙｅＥ）、
シスＣＨＦＣｌＣＦ＝ＣＦＨ（１２３３ｙｅＺ）、ＣＨ２ＣｌＣＦ＝ＣＦ２（１２３３ｙ
ｃ）、ＣＦ２ＣｌＣＦ＝ＣＨ２（１２３３ｘｆ）、及びこれらの２種以上の組合せからな
る群から選択される少なくとも１種類のモノクロロトリフルオロプロペンと接触させるこ
とによって、少なくとも１種類のアルカロイドを含む物質を溶媒抽出することを含む溶媒
抽出方法。
【請求項１１】
　トランスＣＦ３ＣＨ＝ＣＣｌＨ（１２３３ｚｄＥ）、シスＣＦ３ＣＨ＝ＣＣｌＨ（１２
３３ｚｄＺ）、トランスＣＨＦ２ＣＦ＝ＣＣｌＨ（１２３３ｙｄＥ）、シスＣＨＦ２ＣＦ
＝ＣＣｌＨ（１２３３ｙｄＺ）、トランスＣＨＦ２ＣＨ＝ＣＣｌＦ（１２３３ｚｂＥ）、
シスＣＨＦ２ＣＨ＝ＣＣｌＦ（１２３３ｚｂＺ）、トランスＣＨＦ２ＣＣｌ＝ＣＨＦ（１
２３３ｘｅＥ）、シスＣＨＦ２ＣＣｌ＝ＣＨＦ（１２３３ｘｅＺ）、ＣＨ２ＦＣＣｌ＝Ｃ
Ｆ２（１２３３ｘｃ）、トランスＣＨＦＣｌＣＦ＝ＣＦＨ（１２３３ｙｅＥ）、シスＣＨ
ＦＣｌＣＦ＝ＣＦＨ（１２３３ｙｅＺ）、ＣＨ２ＣｌＣＦ＝ＣＦ２（１２３３ｙｃ）、Ｃ
Ｆ２ＣｌＣＦ＝ＣＨ２（１２３３ｘｆ）、及びこれらの２種以上の組合せからなる群から
選択される少なくとも１種類のモノクロロトリフルオロプロペンから触媒の粒子を沈殿さ
せることを含む、固体担体上に触媒を堆積させる方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　[0001]本出願は、２００９年９月９日付けで出願された米国仮特許出願番号第６１／２
４０，７８６号に対する優先権を主張する。
　[0002]米国に国内段階移行する目的のみで、以下の更なる優先権の主張を行う。また、
本出願は、本明細書中に完全に示されているかのごとく参照により本明細書中に援用する
、２００９年１月１０日付けで出願され現在係属している米国出願番号第１２／３５１，
８０７号の一部継続出願としての優先権の利益も請求する。また、本出願は、以下の米国
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特許出願：２００３年１０月２７日付けで出願された米国出願番号第１０／６９４，２７
３号（現在は米国特許第７，５３４，３６６号）；２００３年１０月２７日付けで出願さ
れ現在放棄されている第１０／６９５，２１２号の継続出願であり、２００６年３月２０
日付けで出願され現在係属している第１１／３８５，２５９号；２００３年１０月２７日
付けで出願された第１０／６９４，２７２号（現在は米国特許第７，２３０，１４６号）
；２００４年４月２９日付けで出願された第１０／８３７，５２５号（現在は米国特許第
７，２７９，４５１号）の分割であり、２００７年８月２９日付けで出願された第１０／
８４７，１９２号（現在は米国特許第７，０４６，８７１号）；２００６年６月２６日付
けで出願され現在係属している第１１／４７５，６０５号；及び、２００７年１１月２５
日付けで出願された米国仮出願第６０／９８９，９９７号及び２００６年６月２６日付け
で出願され現在係属している米国出願第１１／４７４，８８７号及び２００７年３月２１
日付けで出願されたＰＣＴ出願第ＰＣＴ／ＵＳ０７／６４５７０号の利益を請求し、２０
０８年１１月２１日付けで出願され現在係属している第１２／２７６，１３７号；のそれ
ぞれの一部継続出願としての利益も請求し、かつ参照により援用する。
【０００２】
　[0003]本発明は、特に、冷却システムなどの熱伝達システム、発泡剤、発泡性組成物、
フォーム、及び、フォームにより又はフォームから作られる物品、溶媒、エアゾール、噴
射剤、並びに洗浄組成物をはじめとする数多くの用途において有用性を有する組成物、方
法、及びシステムに関する。好ましい側面においては、本発明は、少なくとも１種類のモ
ノクロロトリフルオロプロペンを含むそのような組成物に関する。
【背景技術】
【０００３】
　[0004]フルオロカーボンをベースとする流体は、空調システム、ヒートポンプシステム
、及び冷却システムなどのシステムにおける作動流体として、エアゾール噴射剤として、
発泡剤として、熱伝達媒体として、そして、気体状誘電体としてなどの、多くの商業的及
び工業的用途において幅広く使用されている。これらの用途においてこれまで使用されて
きた幾つかの組成物の使用に関連した、比較的高い地球温暖化係数をはじめとする幾つか
の疑わしい環境上の問題のために、ハイドロフルオロカーボン（“ＨＦＣ”）などの低い
か又はゼロのオゾン層破壊係数を有する流体を使用することがますます望まれるようにな
っている。これゆえに、クロロフルオロカーボン（“ＣＦＣ”）又はハイドロクロロフル
オロカーボン（“ＨＣＦＣ”）を含有しない流体を使用することが望ましい。そのうえ、
一部のＨＦＣ流体は、それに関連して比較的高い地球温暖化係数を有する場合があり、使
用特性における所望の性能を維持しながら可能な限り低い地球温暖化係数を有するハイド
ロフルオロカーボン又は他のフッ素化流体を使用することが望ましい。加えて、幾つかの
状況においては、単一成分の流体、又は、沸騰及び蒸発によって実質的に分別されない共
沸混合物様混合物の使用が望ましい。
【０００４】
　[0005]幾つかのフルオロカーボンは、多くの用途において長年の間、冷媒などの多くの
熱交換流体における好ましい成分であった。例えば、クロロフルオロメタンやクロロフル
オロエタンの誘導体などのフルオロアルカンは、それらの化学特性と物理特性の独特な組
み合わせのために、空調やヒートポンプ用途などの用途における冷媒として広範囲にわた
る用途があった。蒸気圧縮システムにおいて通常利用される冷媒の多くは、単一成分の流
体又は共沸混合物のいずれかである。
【０００５】
　[0006]上記において示唆されるように、地球の大気と気候に害を与える可能性について
近年関心が高まっていて、この点について幾つかの塩素をベースとする化合物が特に問題
のあるものであることが確認されている。冷却システム及び空調システムなどの熱伝達シ
ステムにおける作動流体としての塩素含有組成物（例えば、クロロフルオロカーボン（Ｃ
ＦＣ）、ハイドロクロロフルオロカーボン（ＨＣＦＣ）など）の使用は、かかる化合物の
多くと関連するオゾン層破壊性のために、嫌われるようになっている。これゆえに、これ
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らの用途及び他の用途においてこれまで使用されている組成物に対する魅力ある代替品で
ある新規なフルオロカーボン及びハイドロフルオロカーボン化合物及び組成物に対する必
要性が増大している。例えば、塩素含有化合物を、ハイドロフルオロカーボン（ＨＦＣ）
などのオゾン層を破壊しないであろう塩素非含有化合物で置き換えることによって、発泡
剤系又は冷却系などの塩素含有系を改良するのが望ましくなっている。産業界一般及び特
に産業の熱伝達及び発泡剤の分野は、ＣＦＣ及びＨＣＦＣの代替品を提供し、また、これ
らに対する環境的により安全な代用品と考えられる新規なフルオロカーボンをベースとす
る混合物を継続して求めている。しかし、多くの場合において、いかなる可能な代用品も
、すぐれた熱伝達特性、適切な化学的安定性、低毒性又は無毒性、不燃性、及び／又は潤
滑剤相溶性、とりわけ発泡剤として使用する場合には他の所望のフォーム特徴などの、か
かる材料の最も広く使用されているものの多くにおいて存在する特性も有していなければ
ならないことが一般的に重要と考えられている。
【０００６】
　[0007]多くの用途においては潤滑剤相溶性が特に重要であるということを、出願人は認
識するに至った。より詳しくは、冷却流体は、殆どの冷却システムにおいて用いられる圧
縮機ユニットにおいて利用される潤滑剤と相溶性であることが非常に望ましい。残念なこ
とに、ＨＦＣを含む多くの塩素非含有冷却流体は、伝統的にＣＦＣ及びＨＦＣと共に用い
られるタイプの潤滑剤（例えば鉱油、アルキルベンゼン又はポリ(α－オレフィン）など
）の中に比較的不溶性及び／又は非混和性である。圧縮冷却、空調、及び／又は、ヒート
ポンプシステムの中で冷却流体／潤滑剤の組み合わせを望ましいレベルの効率で機能させ
るためには、潤滑剤は、広い範囲の操作温度にわたって冷却液中に十分に可溶でなければ
ならない。そのような可溶性は潤滑剤の粘性を低下させ、そしてそれがシステムの全体に
わたってより容易に流動することを可能にする。そのような可溶性が無い場合、潤滑剤は
冷却システム、空調システム、又はヒートポンプシステムの蒸発器のコイル、並びにシス
テムの他の部品の中に滞留し始める傾向を有し、したがってシステムの効率を低下させる
。
【０００７】
　[0008]使用効率に関して、冷媒の熱力学的性能又はエネルギー効率の損失は、電気エネ
ルギーに対する増大する需要から生じる増大した化石燃料の使用によって環境への二次的
な影響をもたらす可能性があることに注目することが重要である。
【０００８】
　[0009]更に、ＣＦＣ冷媒及び発泡剤の代替物は、蒸気圧縮技術及びフォーム生成システ
ムなどの従来のシステムに対して大きな設計変更を行なわずに有効であることが望ましい
と一般に考えられる。
【０００９】
　[0010]例えば、熱可塑性材料及び熱硬化性材料などの通常の発泡材料を製造するための
方法及び組成物は長く知られている。これらの方法及び組成物は、典型的には、化学的及
び／又は物理的な発泡剤を利用して、ポリマーマトリクス中に発泡構造を形成している。
このような発泡剤としては、例えば、アゾ化合物、種々の揮発性有機化合物（ＶＯＣ）、
及びクロロフルオロカーボン（ＣＦＣ）が挙げられる。化学的発泡剤は、典型的には、ポ
リマーマトリクスを形成する材料との化学反応（通常、所定の温度／圧力における）を含
む幾つかの形態の化学変化を受けて、これにより、窒素、二酸化炭素、又は一酸化炭素な
どの気体の放出を引き起こす。最も頻繁に使用される化学的発泡剤の一つは水である。物
理的発泡剤は、典型的には、ポリマー中又はポリマー前駆体材料中に溶解し、次いで体積
膨張して（ここでも所定の温度／圧力における）発泡構造の形成に寄与する。物理的発泡
剤は、熱可塑性フォームに関して使用されることが多いが、化学的発泡剤は、熱可塑性フ
ォームに関して物理的発泡剤の代わりに、又は物理的発泡剤に加えて使用することができ
る。例えば、ポリ塩化ビニルをベースとするフォームを形成することに関して化学的発泡
剤を使用することが知られている。熱硬化性フォームに関しては、化学的発泡剤及び／又
は物理的発泡剤を使用することが一般的である。もちろん、幾つかの化合物及びこれらを
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含有する組成物によって直ちに化学的及び物理的発泡剤を構成することができる可能性が
ある。
【００１０】
　[0011]過去においては、硬質及び軟質ポリウレタンフォーム及びポリイソシアヌレート
フォームなどの、イソシアネートをベースとするフォームの調製においてＣＦＣを標準的
な発泡剤として使用することが一般的であった。例えば、ＣＣｌ３Ｆ（ＣＦＣ－１１）な
どのＣＦＣ材料からなる組成物は、標準的な発泡剤となっていた。しかし、この材料の使
用は、その大気中への放出が成層圏のオゾン層に損傷を与えるという理由で国際条約によ
り禁止された。結果として、イソシアネートをベースとするフォーム及びフェノール樹脂
フォームなどの、熱硬化性フォームを形成するための標準的な発泡剤として生のＣＦＣ－
１１を使用することはもはや概して一般的ではない。
【００１１】
　[0012]多くの用途について、可燃性はもう一つの重要な特性である。すなわち、特に熱
伝達及び発泡剤用途を含む多くの用途においては、可燃性が低いか又は不燃性である組成
物を用いることが重要であるか又は必須であると考えられる。したがって、不燃性のかか
る組成物や化合物を用いることがしばしば有益である。本明細書において用いる「不燃性
」という用語は、２００２年のＡＳＴＭ標準規格Ｅ－６８１（これは参照により本明細書
中に援用される）に従って測定して不燃性であると判定される化合物又は組成物を指す。
残念なことに、不燃性でなければ冷媒組成物又はフォーム発泡剤組成物において用いるの
に望ましいかもしれない多くのＨＦＣは、不燃性ではない。例えば、フルオロアルカンジ
フルオロエタン（ＨＦＣ－１５２ａ）とフルオロアルケン１，１，１－トリフルオロプロ
ペン（ＨＦＯ－１２４３ｚｆ）はそれぞれ可燃性であり、したがって多くの用途において
用いるのに実用的ではない。
【００１２】
　[0013]より高級のフルオロアルケン、すなわち少なくとも５個の炭素原子を有するフッ
素置換アルケンが、冷媒として用いるように提案されている。米国特許第４，７８８，３
５２号（Smutny）は、少なくともある程度の不飽和を有するフッ素化Ｃ５～Ｃ８化合物の
製造に関する。Smutny特許は、そのようなより高級のオレフィンが、冷媒、農薬、誘電性
流体、熱伝達流体、溶媒、及び様々な化学反応における中間体としての有用性を有するこ
とが知られることを確認している（第１欄、１１～２２行を参照）。
【００１３】
　[0014]比較的可燃性の材料の別の例は、フッ素化エーテルである１，１，２，２－テト
ラフルオロエチルメチルエーテル（ＨＦＥ－２５４ｐｃ又は時にはＨＦＥ－２５４ｃｂと
も呼ばれる）であり、これは約５．４％～約２４．４％の可燃限界（体積％）を有するこ
とが測定されている。この一般的なタイプのフッ素化エーテルは、参照により本明細書中
に援用される米国特許第５，１３７，９３２号－Behemeらにおいて発泡剤としての使用に
ついて開示されている。
【００１４】
　[0015]米国特許第５，９００，１８５号－Tapscottにおいては、フォーム発泡剤をはじ
めとする幾つかの材料の可燃性を減少させるために臭素含有ハロカーボン添加剤を使用す
ることが提案されている。この特許における添加剤は、効率が高く、大気寿命が短い、す
なわち、オゾン層破壊係数（ＯＤＰ）が低く地球温暖化係数（ＧＷＰ）が低いことを特徴
とすると記載されている。
【００１５】
　[0016]Smutny及びTapscottに記載されたオレフィンは幾つかの欠点を有すると考えられ
る。例えば、これらの化合物の幾つかは、基材、特に、アクリル樹脂やＡＢＳ樹脂などの
汎用プラスチックを攻撃する傾向を有する可能性がある。そのうえ、Smutnyに記載された
より高級のオレフィン化合物も、Smutnyにおいて言及されている殺虫剤活性の結果として
生じ得るかかる化合物の潜在的なレベルの毒性のために、幾つかの用途において望ましく
ない可能性がある。また、かかる化合物は、幾つかの用途において冷媒として有用なもの
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とするには高すぎる沸点を有する可能性がある。
【００１６】
　[0017]ブロモフルオロメタンとブロモクロロフルオロメタンの誘導体、特にブロモトリ
フルオロメタン（Halon 1301）とブロモクロロジフルオロメタン（Halon 1211）は、航空
機の室内やコンピューター室などの閉鎖空間における消火剤として広範囲にわたる用途を
有している。しかし、様々なハロンの使用は、それらの高いオゾン層破壊性のために段階
的に廃止されている。更に、ハロンは人間が存在する区域においてしばしば用いられるの
で、適当な代替品はまた、鎮火又は消火するのに必要な濃度において人間にとって安全で
なければならない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１７】
【特許文献１】米国特許第４，７８８，３５２号
【特許文献２】米国特許第５，１３７，９３２号
【特許文献３】米国特許第５，９００，１８５号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１８】
　[0018]したがって出願人は、蒸気圧縮加熱／冷却システム及び方法を含む多くの用途に
おいて有用である可能性があり、その一方で上述の欠点の一つ以上を回避する、組成物、
特に熱伝達組成物、消火／鎮火用組成物、発泡剤、溶媒組成物、噴射剤、洗浄組成物、及
び相溶剤に対する必要性を認識するに至った。
【課題を解決するための手段】
【００１９】
　[0019]出願人らは、１種類以上のモノクロロトリフルオロプロペン、好ましくは
　トランスＣＦ３ＣＨ＝ＣＣｌＨ（１２３３ｚｄＥ）；
　シスＣＦ３ＣＨ＝ＣＣｌＨ（１２３３ｚｄＺ）；
　トランスＣＨＦ２ＣＦ＝ＣＣｌＨ（１２３３ｙｄＥ）；
　シスＣＨＦ２ＣＦ＝ＣＣｌＨ（１２３３ｙｄＺ）；
　トランスＣＨＦ２ＣＨ＝ＣＣｌＦ（１２３３ｚｂＥ）；
　シスＣＨＦ２ＣＨ＝ＣＣｌＦ（１２３３ｚｂＺ）；
　トランスＣＨＦ２ＣＣｌ＝ＣＨＦ（１２３３ｘｅＥ）；
　シスＣＨＦ２ＣＣｌ＝ＣＨＦ（１２３３ｘｅＺ）；
　ＣＨ２ＦＣＣｌ＝ＣＦ２（１２３３ｘｃ）；
　トランスＣＨＦＣｌＣＦ＝ＣＦＨ（１２３３ｙｅＥ）；
　シスＣＨＦＣｌＣＦ＝ＣＦＨ（１２３３ｙｅＺ）；
　ＣＨ２ＣｌＣＦ＝ＣＦ２（１２３３ｙｃ）；
　ＣＦ２ＣｌＣＦ＝ＣＨ２（１２３３ｘｆ）；
及びこれらの２種以上の組合せからなる群から選択される化合物を含む、熱伝達組成物、
発泡剤組成物、フォーム及びフォームプレミックス、溶媒組成物、噴射剤、洗浄組成物、
及び相溶剤をはじめとする組成物により、上述の必要性及び他の必要性を満たすことがで
きることを見出した。
【００２０】
　[0020]上記に示される全てのかかる化合物は本発明の幾つかの形態において用いるよう
に適合させることができると意図される。本発明の組成物及び方法に従う好ましい１種類
又は複数の化合物は、好ましくは、以下の特性：化学的安定性；実質的にゼロのオゾン層
破壊係数（ＯＤＰ）；通常の汚染物質、特に鉱油及び／又はシリコーン油との比較的高い
混和度；低いか又はゼロの可燃性；低いか又はゼロの毒性；及び低いか又はゼロの地球温
暖化係数（ＧＷＰ）；の１以上、好ましくは全てを示す。
【００２１】
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　[0021]本組成物において用いるのに好ましい化合物は、これらの所望の有益な特性の幾
つかを同時に有することが見出された。より具体的には、好ましい化合物は、実質的にゼ
ロのオゾン層破壊係数、好ましくは約０．５以下、更により好ましくは約０．２５以下、
最も好ましくは約０．１以下のＯＤＰ；約１５０以下、更により好ましくは約５０以下の
ＧＷＰ；を有する。多くの好ましい態様においては、本発明の化合物は、約１０℃～約６
０℃、更により好ましくは約１５℃～約５０℃、更により好ましくは約１０℃～約２５℃
の標準沸点を有する。また、１種類又は複数の化合物は、標準的な引火点法の１つ、例え
ばＡＳＴＭ－１３１０－８６："Flash point of liquids by tag Open-cup apparatus"に
よって測定して引火点を有さず、また、約１００日以下、更により好ましくは約５０日以
下の大気寿命を有することが一般的に好ましい。また、１種類又は複数の好ましい化合物
は、２０重量％より多く、より好ましくは少なくとも約８０：２０で約２０：８０までの
範囲の重量比、更により好ましくは実質的に全ての割合の鉱油及び／又はシリコーン油と
混和性である。
【００２２】
　[0022]本発明の好ましい化合物は比較的低い毒性値を示す。ここで用いるＯＤＰは、世
界気象協会のレポートである"Scientific Assessment of Ozone Depletion, 2002"（参照
により本明細書中に援用される）において定義されている。ここで用いるＧＷＰは、二酸
化炭素のものに対して１００年間の時間範囲にわたって定義されるものであり、上記のＯ
ＤＰに関するものと同じ参照文献において定義されている。ここで用いる混和性は、当業
者に公知なように、２つの液体を一緒に混合した際の相形成又は分離の目視評価にしたが
って測定される。
【００２３】
　[0023]したがって、本発明の組成物は、一般的に、多くの異なるタイプの洗浄及び汚染
物質除去用途をはじめとする多くの異なる用途に関連して用いるのに非常に望ましい特性
及び特徴を有する。
【００２４】
　[0024]幾つかの態様においては、本発明のモノクロロトリフルオロプロペンは、次式Ｉ
：
　ＸＣＦｚＲ３－ｚ　（Ｉ）
（式中、Ｘは、Ｃ２、Ｃ３、Ｃ４、又はＣ５の、不飽和の置換又は非置換基であり、各Ｒ
は、独立して、Ｃｌ、Ｆ、Ｂｒ、Ｉ、又はＨであり、そしてｚは１～３であり、但しかか
る化合物はモノクロロトリフルオロプロペンではない）
を有する１種類以上の他のフッ素化オレフィン（以下、便宜上のために、しかしながら限
定の目的ではなく、「追加のフルオロアルケン」と呼ぶ）と組み合わせて用いることがで
きる。幾つかの好ましい態様においては、本発明の追加のフルオロアルケンは、少なくと
も４つのハロゲン置換基を有し、そのうち少なくとも３つはＦである。好ましくは、幾つ
かの態様においては、置換基はいずれもＢｒではない。幾つかの好ましい態様においては
、式Ｉの化合物は、各非末端不飽和炭素が少なくとも一つのハロゲン置換基、より好まし
くは 塩素及びフッ素から選択される少なくとも一つの置換基を有する化合物、好ましく
は炭素数３の化合物を含み、幾つかの態様においては、少なくとも三つのフッ素を有する
化合物が特に好ましい。
【００２５】
　[0025]幾つかの好ましい態様、特に熱伝達組成物、発泡剤組成物、溶媒組成物、及び洗
浄組成物に関係する態様においては、式Ｉの化合物は、炭素数３のオレフィンであり、ｚ
は１又は２である。これゆえに、式Ｉの化合物は、幾つかの態様においては、式（ＩＡ）
：
　ＣＦｗＨ２－ｗ＝ＣＲ－ＣＦｚＲ３－ｚ　（ＩＡ）
（式中、各Ｒは、独立して、Ｃｌ、Ｆ、Ｂｒ、Ｉ、又はＨであり、ｗは１又は２であり、
そしてｚは１又は２である） 
の化合物を含む。
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【００２６】
　[0026]式ＩＡの幾つかの好ましい化合物においては、各ＲはＦ又はＨであり、その例は
：
　ＣＦ２＝ＣＦ－ＣＨ２Ｆ（ＨＦＯ－１２３４ｙｃ）；
　ＣＦ２＝ＣＨ－ＣＦ２Ｈ（ＨＦＯ－１２３４ｚｃ）；
　トランス－ＣＨＦ＝ＣＦ－ＣＦ２Ｈ（ＨＦＯ－１２３４ｙｅ（Ｅ））；及び
　シス－ＣＨＦ＝ＣＦ－ＣＦ２Ｈ（ＨＦＯ－１２３４ｙｅ（Ｚ））；
である。
【００２７】
　[0027]少なくとも一つのＢｒ置換基が存在する式（ＩＡ）の態様に関しては、化合物は
水素を含まないことが好ましい。かかる態様においてはまた、Ｂｒ置換基は不飽和炭素上
にあることが一般的に好ましく、更により好ましくは、Ｂｒ置換基は非末端不飽和炭素上
にある。このクラスにおける一つの特に好ましい態様は、ＣＦ３ＣＢｒ＝ＣＦ２であり、
その異性体のすべてを含む。
【００２８】
　[0028]幾つかの態様においては、式Ｉの追加のフルオロアルケン化合物は、３～５個の
フッ素置換基を有し、他の置換基が存在するか又は存在しない、プロペン類、ブテン類、
ペンテン類、及びヘキセン類を含むことが非常に好ましい。幾つかの好ましい態様におい
ては、いずれのＲもＢｒではなく、好ましくは、不飽和基はＢｒ置換基を含有しない。プ
ロペン類の中では、テトラフルオロプロペン（ＨＦＯ－１２３４）が幾つかの態様におい
て特に好ましい。
【００２９】
　[0029]幾つかの態様においては、特にＣＦ３ＣＨ＝ＣＦＨ（ＨＦＯ－１２２５ｙｅＺ及
び／又はｙｅＥ）などの末端不飽和炭素上に水素置換基が存在するペンタフルオロプロペ
ンなどのペンタフルオロプロペン類が好ましい。これは、特に出願人らが、かかる化合物
は少なくとも化合物：ＣＦ３ＣＨ＝ＣＦ２（ＨＦＯ－１２２５ｚｃ）と比べて比較的低い
度合いの毒性を有することを発見したためである。
【００３０】
　[0030]ブテン類の中では、幾つかの態様においてはフルオロクロロブテンが特に好まし
い。
　[0031]“ＨＦＯ－１２３４”という用語は、本明細書においてすべてのテトラフルオロ
プロペンを言うように使用する。テトラフルオロプロペンの中には、１，１，１，２－テ
トラフルオロプロペン（ＨＦＯ－１２３４ｙｆ）、シス－及びトランス－１，１，１，３
－テトラフルオロプロペン（ＨＦＯ－１２３４ｚｅ）の両方、ＣＦ２＝ＣＦ－ＣＨ２Ｆ（
ＨＦＯ－１２３４ｙｃ）、ＣＦ２＝ＣＨ－ＣＦ２Ｈ（ＨＦＯ－１２３４ｚｃ）、トランス
－ＣＨＦ＝ＣＦ－ＣＦ２Ｈ（ＨＦＯ－１２３４ｙｅ（Ｅ））、及びシス－ＣＨＦ＝ＣＦ－
ＣＦ２Ｈ（ＨＦＯ－１２３４ｙｅ（Ｚ））が含まれる。ＨＦＯ－１２３４ｚｅという用語
は、本明細書において、それがシス－形態であるか又はトランス－形態であるかにかかわ
らず、１，１，１，３－テトラフルオロプロペンを総称して言うように使用する。“シス
ＨＦＯ－１２３４ｚｅ”及び“トランスＨＦＯ－１２３４ｚｅ”という用語は、本明細書
において、それぞれ１，１，１，３－テトラフルオロプロペンのシス形態及びトランス形
態を説明するように使用する。したがって、“ＨＦＯ－１２３４ｚｅ”という用語は、シ
スＨＦＯ－１２３４ｚｅ、トランスＨＦＯ－１２３４ｚｅ、ならびにこれらのすべての組
合せ及び混合物をその範囲内に含む。ＨＦＯ－１２３４ｙｅという用語は、本明細書にお
いて、それがシス－形態であるか又はトランス－形態であるかにかかわらず、１，２，３
，３－テトラフルオロプロペン（ＣＨＦ＝ＣＦ－ＣＦ２Ｈ）を総称して言うように使用す
る。“シスＨＦＯ－１２３４ｙｅ”及び“トランスＨＦＯ－１２３４ｙｅ”という用語は
、本明細書において、それぞれ、１，２，３，３－テトラフルオロプロペンのシス形態及
びトランス形態を説明するように使用する。したがって、“ＨＦＯ－１２３４ｙｅ”とい
う用語は、シスＨＦＯ－１２３４ｙｅ、トランスＨＦＯ－１２３４ｙｅ、ならびにこれら
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のすべての組合せ及び混合物をその範囲内に含む。
【００３１】
　[0032]“ＨＦＯ－１２２５”という用語は、本明細書において、すべてのペンタフルオ
ロプロペンを言うように使用する。かかる分子の中には、そのシス－及びトランス－形態
の両方の１，１，１，２，３－ペンタフルオロプロペン（ＨＦＯ－１２２５ｙｅｚ）が含
まれる。これゆえに、ＨＦＯ－１２２５ｙｅｚという用語は、本明細書において、それが
シス－形態であるか又はトランス－形態であるかにかかわらず、１，１，１，２，３－ペ
ンタフルオロプロペンを総称して言うように使用する。したがって、“ＨＦＯ－１２２５
ｙｅｚ”という用語は、シスＨＦＯ－１２２５ｙｅｚ、トランスＨＦＯ－１２２５ｙｅｚ
、ならびにこれらのすべての組合せ及び混合物をその範囲内に含む。
【００３２】
　[0033]幾つかの好ましい態様においては、組成物は、少なくとも１種類のモノクロロト
リフルオロプロペン化合物及びテトラフルオロプロペンをはじめとする少なくとも１種類
の追加のフッ素化オレフィンを含み、各々は、約２０重量％～約８０重量％、より好まし
くは約３０重量％～約７０重量％、更により好ましくは約４０重量％～約６０重量％の量
で組成物中に存在する。
【００３３】
　[0034]また、本発明は、本発明の組成物を利用する方法及びシステムも提供する。一側
面においては、本方法は、熱伝達のため、既存の熱伝達装置を改造するため、及び、既存
の熱伝達システム内の既存の熱伝達流体を置換するための方法及びシステムを含む。他の
側面においては、本組成物を、フォーム、フォーム発泡、フォーム及びフォームプレミッ
クスの形成、溶媒和、洗浄、香味料及び芳香料の抽出及び／又は送達、エアゾール生成、
非エアゾール噴射剤に関連して、並びに膨張剤として使用する。
【発明を実施するための形態】
【００３４】
　Ａ．組成物：
　[0035]本組成物は、複数の重要な理由のために有利である特性を有していると考えられ
る。例えば、出願人は、少なくとも一部は数学的モデル化に基づいて、本発明の好ましい
組成物は、大気の化学的性質には本質的に有害な影響を与えず、幾つかの他のハロゲン化
種と比較してオゾン層の破壊にはごく僅かしか寄与しないであろうと考える。したがって
、本発明の好ましい組成物は、オゾン層の破壊には実質上寄与しないという利点を有する
。好ましい組成物はまた、現在使用されている多くのハイドロフルオロアルカンと比較し
て、地球温暖化には実質上寄与しない。
【００３５】
　[0036]もちろん、組成物の特定の性質（例えばコストなど）を調節する他の化合物及び
／又は成分も本組成物中に含めることができ、すべてのそのような化合物及び成分の存在
は、本発明の広い範囲内にある。
【００３６】
　[0037]幾つかの好ましい形態においては、本発明の組成物は、約１５００以下の、より
好ましくは約１０００以下の、より好ましくは約５００以下の、そして更により好ましく
は約１５０以下の地球温暖化係数（ＧＷＰ）を有する。幾つかの態様においては、本組成
物のＧＷＰは約１００以下であり、そして更により好ましくは約７５以下である。本明細
書において用いられている“ＧＷＰ”は、二酸化炭素のものに対して１００年の時間範囲
で測定されるものであり、それは"The Scientific Assessment of Ozone Depletion, 200
2, a report of the World Meteorological Association's Global Ozone Research and 
Monitoring Project"において定義されているものであり、この文献は参照により本明細
書中に援用される。
【００３７】
　[0038]幾つかの好ましい形態においては、本組成物はまた、好ましくは、０.０５以下
の、より好ましくは０.０２以下の、そして更により好ましくは約０のオゾン層破壊係数
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（ＯＤＰ）を有する。本明細書において用いられている“ＯＤＰ”は、"The Scientific 
Assessment of Ozone Depletion, 2002, a report of the World Meteorological Associ
ation's Global Ozone Research and Monitoring Project"において定義されているもの
であり、この文献は参照により本明細書中に援用される。
【００３８】
　[0039]本組成物中に含まれるモノクロロトリフルオロプロペンの量は、特定の用途に応
じて広範囲に変化してもよく、痕跡量よりも多く１００％未満のこの化合物を含む組成物
は本発明の広い範囲内のものである。更に、本発明の組成物は、共沸性、共沸様、あるい
は非共沸性であってよい。
【００３９】
　[0040]幾つかの好ましい態様においては、本組成物、特に発泡剤組成物及び熱伝達組成
物は、約５重量％～約９９重量％、更により好ましくは約５重量％～約９５重量％の量の
トランスＣＦ３ＣＨ＝ＣＣｌＨ（１２３３ｚｄＥ）を含む。
【００４０】
　[0041]幾つかの好ましい態様においては、本組成物、特に発泡剤組成物及び熱伝達組成
物は、約５重量％～約９９重量％、更により好ましくは約５重量％～約９５重量％の量の
シスＣＦ３ＣＨ＝ＣＣｌＨ（１２３３ｚｄＺ）を含む。
【００４１】
　[0042]幾つかの好ましい態様においては、本組成物、特に発泡剤組成物及び熱伝達組成
物は、約５重量％～約９９重量％、更により好ましくは約５重量％～約９５重量％の量の
トランスＣＨＦ２ＣＦ＝ＣＣｌＨ（１２３３ｙｄＥ）を含む。
【００４２】
　[0043]幾つかの好ましい態様においては、本組成物、特に発泡剤組成物及び熱伝達組成
物は、約５重量％～約９９重量％、更により好ましくは約５重量％～約９５重量％の量の
シスＣＨＦ２ＣＦ＝ＣＣｌＨ（１２３３ｙｄＺ）を含む。
【００４３】
　[0044]幾つかの好ましい態様においては、本組成物、特に発泡剤組成物及び熱伝達組成
物は、約５重量％～約９９重量％、更により好ましくは約５重量％～約９５重量％の量の
トランスＣＨＦＣｌＣＦ＝ＣＦＨ（１２３３ｙｅＥ）を含む。
【００４４】
　[0045]幾つかの好ましい態様においては、本組成物、特に発泡剤組成物及び熱伝達組成
物は、約５重量％～約９９重量％、更により好ましくは約５重量％～約９５重量％の量の
シスＣＨＦＣｌＣＦ＝ＣＦＨ（１２３３ｙｅＺ）を含む。
【００４５】
　[0046]幾つかの好ましい態様においては、本組成物、特に発泡剤組成物及び熱伝達組成
物は、組成物の少なくとも約５０重量％、更により好ましくは少なくとも約７０重量％の
量のトランスＣＦ３ＣＨ＝ＣＣｌＨ（１２３３ｚｂＥ）を含む。
【００４６】
　[0047]幾つかの好ましい態様においては、本組成物、特に発泡剤組成物及び熱伝達組成
物は、組成物の少なくとも約５０重量％、更により好ましくは少なくとも約７０重量％の
量のシスＣＦ３ＣＨ＝ＣＣｌＨ（１２３３ｙｂＺ）を含む。
【００４７】
　[0048]幾つかの好ましい態様においては、本組成物、特に発泡剤組成物及び熱伝達組成
物は、組成物の少なくとも約５０重量％、更により好ましくは少なくとも約７０重量％の
量のトランスＣＨＦ２ＣＦ＝ＣＣｌＨ（１２３３ｙｄＥ）を含む。
【００４８】
　[0049]幾つかの好ましい態様においては、本組成物、特に発泡剤組成物及び熱伝達組成
物は、組成物の少なくとも約５０重量％、更により好ましくは少なくとも約７０重量％の
量のシスＣＨＦ２ＣＦ＝ＣＣｌＨ（１２３３ｙｄＺ）を含む。
【００４９】
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　[0050]幾つかの好ましい態様においては、本組成物、特に発泡剤組成物及び熱伝達組成
物は、組成物の少なくとも約５０重量％、更により好ましくは少なくとも約７０重量％の
量のトランスＣＨＦＣｌＣＦ＝ＣＦＨ（１２３３ｙｅＥ）を含む。
【００５０】
　[0051]幾つかの好ましい態様においては、本組成物、特に発泡剤組成物及び熱伝達組成
物は、組成物の少なくとも約５０重量％、更により好ましくは少なくとも約７０重量％の
量のシスＣＨＦＣｌＣＦ＝ＣＣｌＨ（１２３３ｙｅＺ）を含む。
【００５１】
　[0052]幾つかの好ましい態様においては、本組成物、特に発泡剤組成物及び熱伝達組成
物は、組成物の少なくとも約５０重量％、更により好ましくは少なくとも約７０重量％の
量のＣＨ２ＣｌＣＦ＝ＣＦ２（１２３３ｃｆ）を含む。
【００５２】
　[0053]幾つかの好ましい態様においては、本組成物、特に発泡剤組成物及び熱伝達組成
物は、組成物の少なくとも約５０重量％、更により好ましくは少なくとも約７０重量％の
量のＣＦ２ＣｌＣＦ＝ＣＨ２（１２３３ｙｆ）を含む。
【００５３】
　[0054]幾つかの好ましい態様においては、本組成物、特に発泡剤組成物及び熱伝達組成
物は、組成物の少なくとも約５０重量％、更により好ましくは少なくとも約７０重量％の
量のトランスＣＨＦ２ＣＣｌ＝ＣＨＦ（１２３３ｘｅＥ）を含む。
【００５４】
　[0055]幾つかの好ましい態様においては、本組成物、特に発泡剤組成物及び熱伝達組成
物は、組成物の少なくとも約５０重量％、更により好ましくは少なくとも約７０重量％の
量のシスＣＨＦ２ＣＣｌ＝ＣＨＦ（１２３３ｘｅＺ）を含む。
【００５５】
　[0056]幾つかの好ましい態様においては、本組成物、特に発泡剤組成物及び熱伝達組成
物は、組成物の少なくとも約５０重量％、更により好ましくは少なくとも約７０重量％の
量のＣＨ２ＦＣＣｌ＝ＣＦ２（１２３３ｘｃ）を含む。
【００５６】
　[0057]潤滑剤、安定化剤、金属不動態化剤、腐食抑制剤、炎抑制剤、及び、組成物の特
定の性質（例えばコストなど）を調節する他の化合物及び／又は成分をはじめとする多く
の追加の化合物又は成分が本組成物中に含まれていてもよく、全てのそのような化合物及
び成分の存在は本発明の広い範囲内のものである。幾つかの好ましい態様においては、本
組成物は、上記記載の１種類以上のモノクロロトリフルオロプロペン化合物に加えて、下
記の１以上を含む：
　トリクロロフルオロメタン（ＣＦＣ－１１）；
　ジクロロジフルオロメタン（ＣＦＣ－１２）；
　ジフルオロメタン（ＨＦＣ－３２）；
　ペンタフルオロエタン（ＨＦＣ－１２５）；
　１，１，２，２－テトラフルオロエタン（ＨＦＣ－１３４）；
　１，１，１，２－テトラフルオロエタン（ＨＦＣ－１３４ａ）；
　ジフルオロエタン（ＨＦＣ－１５２ａ）；
　１，１，１，２，３，３，３－ヘプタフルオロプロパン（ＨＦＣ－２２７ｅａ）；
　１，１，１，３，３，３－ヘキサフルオロプロパン（ＨＦＣ－２３６ｆａ）；
　１，１，１，３，３－ペンタフルオロプロパン（ＨＦＣ－２４５ｆａ）；
　１，１，１，３，３－ペンタフルオロブタン（ＨＦＣ－３６５ｍｆｃ）；
　水；及び
　ＣＯ２。
【００５７】
　[0058]上記に記載の任意の本発明の化合物、及び本組成物中に含ませることのできる任
意の追加の成分の相対量は、組成物についての特定の用途に従って、本発明の包括的な広
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い範囲内で広範囲に変えることができ、全てのそのような相対量が本発明の範囲内である
と考えられる。
【００５８】
　[0059]したがって、出願人らは、本発明の幾つかの組成物を数多くの用途において非常
に有利に使用できることを認識した。例えば、本発明に含まれるのは、熱伝達用途、フォ
ーム及び発泡剤用途、噴射剤用途、噴霧可能な組成物の用途、滅菌用途、エアゾール用途
、相溶剤用途、香味料及び芳香料用途、溶媒用途、洗浄用途、膨張剤用途などに関する方
法及び組成物である。当業者であれば、過度な実験をすることなく、本組成物を任意かつ
すべてのかかる用途において使用するように容易に適合させることができると考えられる
。
【００５９】
　[0060]本組成物は、一般的に、冷媒、エアゾール、及び他の用途における、ジクロロジ
フルオロメタン（ＣＦＣ－１２）などのＣＦＣ、クロロジフルオロメタン（ＨＣＦＣ－２
２）などのＨＣＦＣ、テトラフルオロエタン（ＨＦＣ－１３４ａ）などのＨＦＣ、及び、
ＣＦＣ－１２と１，１－ジフルオロエタン（ＨＦＣ－１５２ａ）の組合せ（７３．８：２
６．２の質量比のＣＦＣ－１２：ＨＦＣ－１５２ａの組合せはＲ－５００として知られる
）などのＨＦＣとＣＦＣの組合せに関する代替として有用である。
【００６０】
　Ｂ．熱伝達用途：
　[0061]本発明の組成物は、一般的には、熱伝達用途、すなわち、気化冷却剤としてなど
の加熱及び／又は冷却媒体として使用するように適合させることができる。
【００６１】
　[0062]気化冷却用途に関しては、本発明の組成物を、直接又は間接的に、冷却すべき物
体と接触させて、その後に接触させながら蒸発又は沸騰させ、本組成物による沸騰ガスが
冷却すべき物体から熱を吸収するという好ましい結果を得る。かかる用途においては、液
体を冷却すべき物体に噴霧又は他の方法で適用することにより、本発明の組成物を好まし
くは液体形態で利用することが好ましい場合がある。他の気化冷却用途においては、本発
明による液体組成物を比較的高圧の容器から比較的低圧の環境中に逃がし、そこで、好ま
しくは逃がしたガスを回収又は再圧縮することなく、冷却すべき物体を本発明の液体組成
物を含む容器と直接又は間接的に接触させることが好ましい場合がある。このタイプの態
様に関する一つの特定の用途は、飲料、食料品、販促品などの自己冷却である。本明細書
中に説明する発明の前は、ＨＦＣ－１５２ａ及びＨＦＣ－１３４ａなどの従来の組成物が
かかる用途のために使用された。しかし、かかる組成物は、これらの物質を大気中に放出
することに起因する環境への負の影響のために、最近ではかかる用途において否定的に見
られている。例えば、合衆国ＥＰＡは、かかる従来の化学物質のこの用途における使用は
、これらの化学物質の高い地球温暖化特性とそれらの使用により結果として生じ得る環境
への悪影響のために許容できないことを決定している。本発明の組成物は、本明細書中に
説明するように、それらの低い地球温暖化係数及び低いオゾン層破壊係数のために、この
点に関して明確な利点を有している。加えて、本組成物はまた、製造の間又は加速寿命試
験の間に電気又は電子部品を冷却することに関しても実質的な有用性が見出されると期待
される。加速寿命試験においては、部品の使用をシミュレートするために部品を連続して
素早く繰り返して加熱及び冷却する。したがって、かかる使用は、半導体及びコンピュー
タ基板製造産業において特に有利である。この点に関する本組成物の別の利点は、そのよ
うな用途に関して使用した場合に接触電気特性を示すことであると期待される。別の気化
冷却用途は、導管を通る流体の流れを一次的に停止させる方法を含む。好ましくは、かか
る方法は、それを通して水が流れる水管などの導管を本発明による液体組成物と接触させ
て、その中に含まれる液体を凍らせるように導管と接触させながら本発明の液体組成物を
蒸発させ、それにより導管を通る流体の流れを一次的に停止させることを含む。かかる方
法は、本組成物が適用される場所の下流の場所にて、かかる導管又はかかる導管に接続し
たシステムについて送水又は他の作業を実施できるようにすることに関して明確な利点を
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有する。
【００６２】
　[0063]本発明にしたがって使用されるハイドロフルオロオレフィンの相対量は、好まし
くは、必要な熱伝達能力、特に冷却能力を有し、好ましくは同時に不燃性である熱伝達流
体を生成するように選択される。本明細書中で使用される不燃性という用語は、ＡＳＴＭ
－Ｅ－６８１により測定して空気中ですべての割合において不燃性である流体を言う。
【００６３】
　[0064]本発明の組成物は、特定の機能を高めるか又はそれを組成物に与える目的で、あ
るいは、幾つかの場合には組成物のコストを下げるために、他の成分を含んでいてもよい
。例えば、本発明による冷媒組成物、特に蒸気圧縮システムにおいて用いられる組成物は
、潤滑剤を、一般に組成物の約３０～約５０重量％の量で含む。更に、本組成物は、共冷
媒、又は相溶剤（例えばプロパン）を、潤滑剤の相溶性及び／又は溶解性を促進する目的
で含んでいてもよい。プロパン、ブタン類及びペンタン類を含むそのような相溶剤は、好
ましくは組成物の約０.５～約５重量％の量で存在する。米国特許第６，５１６，８３７
号（その開示事項は参照によって援用する）によって開示されているように、界面活性剤
と可溶化剤の組合せを本組成物に添加して油溶性を促進させることもできる。ハイドロフ
ルオロカーボン（ＨＦＣ）冷媒と共に冷却機において用いられるポリオールエステル（Ｐ
ＯＥ）及びポリアルキレングリコール（ＰＡＧ）、ＰＡＧ油、シリコーン油、鉱油、アル
キルベンゼン（ＡＢ）及びポリ(α－オレフィン)（ＰＡＯ）などの一般に用いられる冷却
潤滑剤を、本発明の冷媒組成物と共に用いてもよい。商業的に入手可能な鉱油としては、
WitcoからのWitco LP 250（登録商標）、Shrieve ChemicalからのZerol 300（登録商標）
、WitcoからのSunisco 3GS、及びCalumetからのCalumet R015が挙げられる。商業的に入
手可能なアルキルベンゼン潤滑剤としては、Zerol 150（登録商標）が挙げられる。商業
的に入手可能なエステルとしては、Emery 2917（登録商標）及びHatcol 2370（登録商標
）として入手可能なネオペンチルグリコールジペラルゴネートが挙げられる。他の有用な
エステルとしては、リン酸エステル、二塩基酸エステル、及びフルオロエステルが挙げら
れる。幾つかの場合においては、炭化水素ベースの油は、ヨードカーボンを含む冷媒との
充分な溶解性を有し、ヨードカーボンと炭化水素油の組合せは、他のタイプの潤滑剤より
も安定である可能性がある。したがって、かかる組合せは有利である可能性がある。好ま
しい潤滑剤としては、ポリアルキレングリコール及びエステルが挙げられる。ポリアルキ
レングリコールは、現在、自動車用空調などの特定の応用において使用されていることか
ら、幾つかの態様において非常に好ましい。もちろん、異なるタイプの潤滑剤の異なる混
合物を使用してもよい。
【００６４】
　[0065]幾つかの好ましい態様においては、熱伝達組成物は、約１０重量％～約９５重量
％の上記記載の１種類以上のモノクロロトリフルオロプロペンと、約５重量％～約９０重
量％の助剤、特に幾つかの態様においては、共冷媒（ＨＦＣ－１５２、ＨＦＣ－１２５、
及び／又はＣＦ３Ｉなど）を含む。共冷媒という用語の使用は、モノクロロトリフルオロ
プロペン化合物の相対的な性能に関して限定する意味で本明細書中において使用すること
を意図するものではなく、むしろ、所望の用途に関する組成物の所望の熱伝達特性に寄与
する冷媒組成物の他の成分を一般的に示すために使用する。かかる幾つかの態様において
は、共冷媒は、１種類以上のＨＦＣ及び／又はトリフルオロヨードメタンなどの１種類以
上のフルオロヨードＣ１～Ｃ３化合物、及びこれら同士や他の成分との組合せを含み、好
ましくは実質的にこれらからなる。
【００６５】
　[0066]共冷媒がＨＦＣ、好ましくは、ＨＦＣ－１２５を含む好ましい態様においては、
組成物は、熱伝達組成物全体の約５０重量％～約９５重量％、より好ましくは組成物の約
６０重量％～約９０重量％、更により好ましくは約７０重量％～約９０重量％の量のＨＦ
Ｃを含む。かかる態様においては、本発明の１種類又は複数のモノクロロトリフルオロプ
ロペン化合物は、好ましくは、熱伝達組成物全体の約５重量％～約５０重量％、より好ま
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しくは組成物の約１０重量％～約４０重量％、更により好ましくは約１０重量％～約３０
重量％を構成する。
【００６６】
　[0067]共冷媒がフルオロヨードカーボン、好ましくはＣＦ３Ｉを含む好ましい態様にお
いては、組成物は、熱伝達組成物全体の約１５重量％～約５０重量％、より好ましくは組
成物の約２０重量％～約４０重量％、更により好ましくは約２５重量％～約３５重量％の
量のフルオロヨードカーボンを含む。かかる態様においては、本発明の１種類又は複数の
モノクロロトリフルオロプロペン化合物は、好ましくは、熱伝達組成物全体の約５０重量
％～約９０重量％、より好ましくは組成物の約６０重量％～約８０重量％、更により好ま
しくは約６５重量％～約７５重量％の量を構成する。
【００６７】
　[0068]これゆえに、本方法、システム、及び組成物は、一般に多種多様な熱伝達システ
ム、及び、特に空調（定置用及び自動車用空調システムの両方を含む）、冷却、ヒートポ
ンプシステムなどのような冷却システムに関して使用するように適合させることができる
。幾つかの好ましい態様においては、本発明の組成物を、例えばＨＦＣ－１３４ａなどの
ＨＦＣ冷媒、又は例えばＨＣＦＣ－２２などのＨＣＦＣ冷媒を用いて使用するように当初
設計された冷却システムにおいて使用する。本発明の好ましい組成物は、慣用的なＨＦＣ
冷媒と同程度に低いかそれより低いＧＷＰ、及びかかる冷媒と同程度に高いかそれより高
い能力、並びに、かかる冷媒と実質的に同等であるか実質的に匹敵し、好ましくは同程度
に高いか又はそれより高い能力をはじめとする、ＨＦＣ－１３４ａ及び他のＨＦＣ冷媒の
所望の特徴の多くを示す傾向がある。特に、出願人らは、本組成物の幾つかの好ましい態
様は、好ましくは１０００未満、より好ましくは約５００未満、及び更により好ましくは
約１５０未満の比較的低い地球温暖化係数（“ＧＷＰ”）を示す傾向があることを認識し
た。加えて、参照により本明細書中に援用される同時係属する特許出願に記載される共沸
混合物様組成物を含む幾つかの本組成物の比較的一定の沸騰性により、多くの用途におい
て冷媒として使用するために、Ｒ－４０４Ａ、又はＨＦＣ－３２、ＨＦＣ－１２５、及び
ＨＦＣ－１３４ａの組合せ（およそ２３：２５：５２の重量比のＨＦＣ－３２：ＨＦＣ－
１２５：ＨＦＣ－１３４ａの組合せはＲ－４０７Ｃと呼ばれる）などの幾つかの慣用的な
ＨＦＣよりも更により望ましいものとなっている。本発明の熱伝達組成物は、ＨＦＣ－１
３４、ＨＦＣ－１５２ａ、ＨＦＣ－２２、Ｒ－１２、及びＲ－５００の代替として特に好
ましい。
【００６８】
　[0069]幾つかの他の好ましい態様においては、本組成物は、ＣＦＣ冷媒と共に使用する
ように当初設計された冷却システムにおいて使用する。好ましい本発明の冷却組成物は、
鉱油、ポリアルキルベンゼン、ポリアルキレングリコール油などのようなＣＦＣ冷媒と共
に慣用的に使用されている潤滑剤を含有する冷却システムにおいて使用してもよく、又は
、ＨＦＣ冷媒と共に伝統的に使用されている他の潤滑剤と共に使用してもよい。本明細書
中で使用される“冷却システム”という用語は、冷媒を使用して冷却を与える任意のシス
テム又は装置、あるいはそのようなシステム又は装置の任意の部品又は部分を総称して言
う。かかる冷却システムとしては、例えば、空調機、電気冷蔵庫、冷凍機（遠心圧縮機を
用いる冷凍機を含む）、輸送冷却システム、商業用冷蔵システムなどが挙げられる。
【００６９】
　[0070]多くの既存の冷却システムは、現在、既存の冷媒と関連して用いるのに適してい
るが、本発明の組成物は、システムに改造を施すか又は施さずに、多くのそのようなシス
テムにおいて用いるように適合させうると考えられる。多くの用途において、本発明の組
成物は、現在幾つかの冷媒をベースとするより小型のシステムにおける代替物として、例
えば、小さい冷却容量が要求され、それにより比較的小さな圧縮機に置き換える必要性を
指示されるようなシステムにおける代替物としての有利性を与えることができる。更に、
例えば効率上の理由から、本発明の低容量の冷媒組成物を用いて高い容量の冷媒を置き換
えるのが望ましいような態様においては、本組成物のそのような態様は有利なものになる
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可能性がある。従って、幾つかの態様においては、本発明の組成物、特に、本組成物をか
なりの割合で含む組成物、そして幾つかの態様においては本質的にそれらからなる組成物
を、ＨＦＣ－１３４ａ；ＣＦＣ－１２；ＨＣＦＣ－２２；ＨＦＣ－１５２ａ；ペンタフル
オロエタン（ＨＦＣ－１２５）、トリフルオロエタン（ＨＦＣ－１４３ａ）及びテトラフ
ルオロエタン（ＨＦＣ－１３４ａ）の組合せ（重量比が約４４：５２：４のＨＦＣ－１２
５：ＨＦＣ－１４３ａ：ＨＦＣ－１３４ａの組合せは、Ｒ－４０４Ａと呼ばれている）；
ＨＦＣ－３２、ＨＦＣ－１２５及びＨＦＣ－１３４ａの組合せ（重量比が約２３：２５：
５２のＨＦＣ－３２：ＨＦＣ－１２５：ＨＦＣ－１３４ａの組合せは、Ｒ－４０７Ｃと呼
ばれている）；フッ化メチレン（ＨＦＣ－３２）及びペンタフルオロエタン（ＨＦＣ－１
２５）の組合せ（重量比が約５０：５０のＨＦＣ－３２：ＨＦＣ－１２５の組合せは、Ｒ
－４１０Ａと呼ばれている）；ＣＦＣ－１２及び１，１－ジフルオロエタン（ＨＦＣ－１
５２ａ）の組合せ（７３．８：２６．２のＣＦＣ－１２：ＨＦＣ－１５２ａの組合せは、
Ｒ－５００と呼ばれている）；及びＨＦＣ－１２５及びＨＦＣ－１４３ａの組合せ（重量
比が約５０：５０のＨＦＣ－１２５：ＨＦＣ－１４３ａの組合せは、Ｒ－５０７Ａと呼ば
れている）；などの既存の冷媒の代替物として使用することが好ましい。幾つかの態様に
おいては、本組成物を、重量比が約２０：４０：４０のＨＦＣ－３２：ＨＦＣ－１２５：
ＨＦＣ－１３４ａの組合せ（Ｒ－４０７Ａと呼ばれる）又は重量比が約１５：１５：７０
のもの（Ｒ－４０７Ｄと呼ばれる）から形成される冷媒の代替物に関連して使用すること
もまた有益である可能性がある。本明細書の他の場所で説明するように、本組成物は、エ
アゾール、発泡剤などの他の用途における上述した組成物の代替物としても好適であると
考えられる。
【００７０】
　[0071]幾つかの用途においては、本発明の冷媒は、より大きい容積型圧縮機の有益な利
用を潜在的に可能にし、このことによって、結果的に、ＨＦＣ－１３４ａのような他の冷
媒よりも、より良いエネルギー効率が得られる。従って、本発明の冷媒組成物は、自動車
の空調システム及び装置、商業用冷蔵システム及び装置、冷凍機、住宅用冷蔵庫及び冷凍
庫、一般的な空調システム、ヒートポンプなどを含む、冷媒を置き換える用途に関して、
エネルギーベースで競争上の優位性を獲得する可能性を与える。
【００７１】
　[0072]多くの既存の冷却システムは、現在、既存の冷媒と関連して用いるのに適してい
るが、本発明の組成物は、システムに改造を施すか又は施さずに、多くのそのようなシス
テムにおいて用いるように適合させうると考えられる。多くの用途において、本発明の組
成物は、現在比較的高い能力を有する冷媒をベースとするシステムにおける代替物として
の有利性を与えることができる。更に、例えばコストの理由から、本発明のより低い容量
の冷媒組成物を用いてより高い容量の冷媒を置き換えることが望ましいような態様におい
ては、本発明の組成物のそのような態様は有利性を与える可能性がある。従って、幾つか
の態様においては、本発明の組成物、特にかなりの割合のＨＦＯ－１２３３を含み、幾つ
かの態様においてはこれから実質的になる組成物を、ＨＦＣ－１４３ａなどの既存の冷媒
の代替物として使用することが好ましい。幾つかの用途においては、本発明の冷媒はより
大型の容積型圧縮機を有益に使用することができる可能性があり、それによってＨＦＣ－
１３４ａなどの他の冷媒よりも良好なエネルギー効率が得られる。従って、本発明の冷媒
組成物は、冷媒を置き換える用途に関して、エネルギーベースで競争上の優位性を獲得す
る可能性がある。
【００７２】
　[0073]本組成物はまた、商業用の空調システムに関して通常的に用いられる冷凍機にお
いても（もともとのシステムにおける場合と、ＣＦＣ－１１、ＣＦＣ－１２、ＨＣＦＣ－
２２、ＨＦＣ－１３４ａ、ＨＦＣ－１５２ａ、Ｒ－５００、及びＲ－５０７Ａなどの冷媒
の代替物として用いられる場合のいずれにおいても）利点を有すると考えられる。そのよ
うな幾つかの態様においては、本組成物中に、約０．５～約３０％、幾つかの場合にはよ
り好ましくは０．５重量％～約１５重量％、更により好ましくは重量基準で約０．５～約
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１０％の補助炎抑制剤を含ませることが好ましい。
【００７３】
　Ｃ．発泡剤、フォーム、及び発泡性用途：
　[0074]発泡剤もまた、１種類以上の本組成物を含むかあるいはそれを構成することがで
きる。上述したように、本発明の組成物には本発明の化合物を広く変化する量で含ませる
ことができる。しかしながら、本発明による発泡剤として用いるための好ましい組成物に
ついては、１種類以上のモノクロロトリフルオロプロペン化合物が、組成物の少なくとも
約５重量％、更により好ましくは少なくとも約１５重量％の量で存在するのが一般的に好
ましい。幾つかの好ましい態様においては、発泡剤は少なくとも約５０重量％の本組成物
を含み、幾つかの態様においては、発泡剤は本質的に本組成物からなる。幾つかの好まし
い態様において、本発明の発泡剤組成物は、１種類又は複数のモノクロロトリフルオロプ
ロペン化合物に加えて、１種類以上の共発泡剤、充填剤、蒸気圧調節剤、炎抑制剤、安定
化剤、及び同様の助剤を含む。本発明による共発泡剤には、物理的発泡剤、化学的発泡剤
（好ましくは幾つかの態様においては水を含む）、又は、物理的発泡剤と化学的発泡剤の
特性の組合せを有する発泡剤を含ませることができる。式Ｉの化合物ならびに共発泡剤を
含む、本組成物中に含まれる発泡剤は、発泡剤として特徴づけるために必要なものに加え
て、諸特性を示すことができることは理解されるだろう。例えば、本発明の発泡剤組成物
は、添加される発泡剤組成物又は発泡性組成物に対して幾つかの有益な特性も付与する上
述の式Ｉの化合物をはじめとする成分を含んでもよいと考えられている。例えば、式Ｉの
化合物、又は共発泡剤をポリマー変性剤又は粘度低下調節剤としても作用させることは本
発明の範囲内である。
【００７４】
　[0075]例として、１種類以上の以下の成分を、幾つかの好ましい本発明の発泡剤中に広
い範囲の量で含ませることができる：炭化水素、ハイドロフルオロカーボン（ＨＦＣ）、
エーテル、アルコール、アルデヒド、ケトン、ギ酸メチル、ギ酸、水、トランス－１，２
－ジクロロエチレン、二酸化炭素、及びこれらの任意の２種類以上の組合せ。エーテルの
中では、幾つかの態様においては、１～６個の炭素原子を有するエーテルを使用すること
が好ましい。アルコールの中では、幾つかの態様においては、１～４個の炭素原子を有す
るアルコールを使用することが好ましい。アルデヒドの中では、幾つかの態様においては
、１～４個の炭素原子を有するアルデヒドを使用することが好ましい。
【００７５】
　[0076]本発明にしたがって用いるように適合させることができる幾つかの共試薬を以下
に記載する。
　１．エーテル：
　[0077]幾つかの好ましい態様においては、本組成物、特に発泡剤組成物は、少なくとも
１種類のエーテル、好ましくは当該組成物中において共発泡剤として機能するものを含む
。
【００７６】
　[0078]本発明のこの側面にしたがって使用される１種類又は複数のエーテルは、フッ素
化エーテル（ＦＥ）、より好ましくは１種類以上のハイドロフッ素化エーテル（ＨＦＥ）
、更により好ましくは下式（ＩＩＩ）：
　ＣａＨｂＦｃ---Ｏ---ＣｄＨｅＦｆ　（ＩＩＩ）
（式中、
　ａ＝１～６、より好ましくは２～５、更により好ましくは３～５；
　ｂ＝１～１２、より好ましくは１～６、更により好ましくは３～６；
　ｃ＝１～１２、より好ましくは１～６、更により好ましくは２～６；
　ｄ＝１～２；
　ｅ＝０～５、より好ましくは１～３；
　ｆ＝０～５、より好ましくは０～２であり；
そして式中、前記Ｃａのひとつは前記Ｃｄのひとつと結合してシクロフルオロエーテルを
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形成してもよい）
にしたがった１種類以上のＣ３～Ｃ５のハイドロフッ素化エーテルを含む。
【００７７】
　[0079]本発明の幾つかの好ましい態様は、本明細書中に記載されるような少なくとも１
種類のフルオロアルケン、好ましくは幾つかの態様においてはＨＦＣＯ－１２３３ｘｄな
どのクロロフルオロアルケン、及び２～８個、好ましくは２～７個、更により好ましくは
２～６個の炭素原子、そして幾つかの態様においては最も好ましくは３個の炭素原子を含
有する少なくとも１種類のフルオロ－エーテル、より好ましくは少なくとも１種類のハイ
ドロ－フルオロエーテルを含む組成物に関する。本発明のハイドロ－フルオロエーテル化
合物は、少なくともひとつの水素を含有する場合には、本明細書中において、便宜の目的
のため、ハイドロフルオロ－エーテル又は“ＨＦＥ”と呼ぶことがある。
【００７８】
　[0080]本出願人らは、一般に、本開示による、特に上述の式（ＩＩＩ）によるフルオロ
エーテルは、概して有効であり、本明細書中に含まれる教示にしたがってフルオロアルケ
ン化合物と組み合わせて有用性を示すと考えている。しかし、本出願人らは、フルオロエ
ーテルの中から、幾つかの態様においては、特に発泡剤組成物、並びにフォーム及び発泡
方法に関する諸態様においては、少なくとも二フッ素化され、より好ましくは少なくとも
三フッ素化され、更により好ましくは少なくとも四フッ素化されたハイドロフルオロエー
テルを利用することが好ましいことを見出した。幾つかの態様において特に好ましいのは
、３～５個の炭素原子、より好ましくは３～４個の炭素原子、更により好ましくは３個の
炭素原子を有する四フッ素化されたフルオロエーテルである。
【００７９】
　[0081]幾つかの好ましい態様においては、本発明のエーテル化合物は、その任意かつす
べての異性体の形態を含む、１，１，２，２－テトラフルオロエチルメチルエーテル（本
明細書中において、ＨＦＥ－２４５ｐｃ又はＨＦＥ－２４５ｃｂ２と呼ぶことがある）を
含む。
【００８０】
　[0082]本組成物中に含有される式ＩＩＩの化合物、特に１，１，２，２－テトラフルオ
ロエチルメチルエーテルの量は、特定の応用によって広く変動させることができ、痕跡量
より多く１００％未満の当該化合物を含有する組成物は、本発明の広い範囲の範囲内にあ
る。好ましい態様においては、本組成物、特に発泡剤組成物は、好ましい群の化合物をは
じめとする式ＩＩＩの化合物を、約１重量％～約９９重量％、より好ましくは約５重量％
～約９５重量％、更により好ましくは４０重量％～約９０重量％の量で含む。
【００８１】
　[0083]１種類以上の以下の化合物は、本発明の幾つかの好ましい態様にしたがって使用
するのに好ましい：
　ＣＨＦ２ＯＣＨ２Ｆ（ＨＦＥ－１４３Ｅ）；
　ＣＨ２ＦＯＣＨ２Ｆ（ＨＦＥ－１５２Ｅ）；
　ＣＨ２ＦＯＣＨ３（ＨＦＥ－１６１Ｅ）；
　シクロ－ＣＦ２ＣＨ２ＯＣＦ２Ｏ（ＨＦＥ－ｃ２３４ｆＥαβ）；
　シクロＣＦ２ＣＦ２ＣＨ２Ｏ（ＨＦＥ－ｃ２３４ｆＥβγ）；
　ＣＨＦ２ＯＣＦ２ＣＨＦ２（ＨＦＥ－２３６ｃａＥ）；
　ＣＦ３ＣＦ２ＯＣＨ２Ｆ（ＨＦＥ－２３６ｃｂＥβγ）；
　ＣＦ３ＯＣＨＦＣＨＦ２（ＨＦＥ－２３６ｅａＥαβ）；
　ＣＨＦ２ＯＣＨＦＣＦ３（ＨＦＥ－２３６ｅａＥβγ）；
　ＣＨＦ２ＯＣＦ２ＣＨ２Ｆ（ＨＦＥ－２４５ｃａＥαβ）；
　ＣＨ２ＦＯＣＦ２ＣＨＦ２（ＨＦＥ－２４５ｃａＥβγ）；
　ＣＦ３ＯＣＦ２ＣＨ３（ＨＦＥ－２４５ｃｂＥβγ）；
　ＣＨＦ２ＣＨＦＯＣＨＦ２（ＨＦＥ－２４５ｅａＥ）；
　ＣＦ３ＯＣＨＦＣＨ２Ｆ（ＨＦＥ－２４５ｅｂＥαβ）；



(19) JP 2013-504658 A 2013.2.7

10

20

30

40

50

　ＣＦ３ＣＨＦＯＣＨ２Ｆ（ＨＦＥ－２４５ｅｂＥβγ）；
　ＣＦ３ＯＣＨ２ＣＦ２Ｈ（ＨＦＥ－２４５ｆａＥαβ）；
　ＣＨＦ２ＯＣＨ２ＣＦ３（ＨＦＥ－２４５ｆａＥβγ）；
　ＣＨ２ＦＣＦ２ＯＣＨ２Ｆ（ＨＦＥ－２５４ｃａＥ）；
　ＣＨＦ２ＯＣＦ２ＣＨ３（ＨＦＥ－２５４ｃｂＥαβ）；
　ＣＨＦ２ＣＦ２ＯＣＨ３（ＨＦＥ－２５４ｃａＥβγ）；
　ＣＨ２ＦＯＣＨＦＣＨ２Ｆ（ＨＦＥ－２５４ｅａＥαβ）；
　ＣＦ３ＯＣＨＦＣＨ３（ＨＦＥ－２５４ｅｂＥαβ）；
　ＣＦ３ＣＨＦＯＣＨ３（ＨＦＥ－２５４ｅｂＥβγ）；
　ＣＨＦ２ＯＣＨ２ＣＨＦ２（ＨＦＥ－２５４ｆａＥ）；
　ＣＦ３ＯＣＨ２ＣＨ２Ｆ（ＨＦＥ－２５４ｆｂＥαβ）；
　ＣＦ３ＣＨ２ＯＣＨ２Ｆ（ＨＦＥ－２５４ｆｂＥβγ）；
　ＣＨ３ＯＣＦ２ＣＨ２Ｆ（ＨＦＥ－２６３ｃａＥβγ）；
　ＣＦ３ＣＨ２ＯＣＨ３（ＨＦＥ－２６３ｆｂＥβγ）；
　ＣＨ３ＯＣＨ２ＣＨＦ２（ＨＦＥ－２７２ｆｂＥβγ）；
　ＣＨＦ２ＯＣＨＦＣＦ２ＣＦ３（ＨＦＥ－３３８ｍｃｅＥγδ）；
　ＣＨＦ２ＯＣＦ２ＣＨＦＣＦ３（ＨＦＥ－３３８ｍｃｅＥγδ）；
　ＣＦ３ＣＦ２ＯＣＨ２ＣＦ３（ＨＦＥ－３３８ｍｆＥβγ）；
　（ＣＦ３）２ＣＨＯＣＨＦ２（ＨＦＥ－３３８ｍｍｚＥβγ）；
　ＣＦ３ＣＦ２ＣＦ２ＯＣＨ３（ＨＦＥ－３４７ｓＥγδ）；
　ＣＨＦ２ＯＣＨ２ＣＦ２ＣＦ３（ＨＦＥ－３４７ｍｆｃＥγδ）；
　ＣＦ３ＯＣＨ２ＣＦ２ＣＨＦ２（ＨＦＥ－３４７ｍｆｃＥαβ）；
　ＣＨ３ＯＣＦ２ＣＨＦＣＦ３（ＨＦＥ－３５６ｍｅｃＥγδ）；
　ＣＨ３ＯＣＨ（ＣＦ３）２（ＨＦＥ－３５６ｍｍｚＥβγ）；
　ＣＦ３ＣＦ２ＯＣＨ２ＣＨ３（ＨＦＥ－３６５ｍｃＥβγ）；
　ＣＦ３ＣＦ２ＣＨ２ＯＣＨ３（ＨＦＥ－３６５ｍｃＥγδ）；
　ＣＦ３ＣＦ２ＣＦ２ＯＣＨＦＣＦ３（ＨＦＥ－４２－１１ｍｅＥγδ）；
　ＣＦ３ＣＦＣＦ３ＣＦ２ＯＣＨ３；
　ＣＦ３ＣＦ２ＣＦ２ＣＦ２ＯＣＨ３；
　ＣＦ３ＣＦＣＦ３ＣＦ２ＯＣＨ２ＣＨ３；
　ＣＦ３ＣＦ２ＣＦ２ＣＦ２ＯＣＨ２ＣＨ３；及び
　ＣＦ３ＣＦ２ＣＦ２ＯＣＨ３。
【００８２】
　[0084]本発明者らは、上述のＨＦＥの任意の２種類以上を本発明の好ましい側面にした
がって組み合わせて使用してもよいと考えていることは理解すべきである。例えば、3Mに
より商品名HFE-7100として販売されている材料は、約２０％～約８０％のメチルノナフル
オロイソブチルエーテルと約２０％～約８０％のメチルノナフルオロブチルエーテルの混
合物であると理解されているが、これを本発明の幾つかの好ましい態様にしたがって使用
して利益を得ることができると考えられる。更なる例として、3Mにより商品名HFE-7200と
して販売されている材料は、約２０％～約８０％のエチルノナフルオロイソブチルエーテ
ルと約２０％～約８０％のエチルノナフルオロブチルエーテルの混合物であると理解され
ているが、これを本発明の幾つかの好ましい態様にしたがって使用して利益を得ることが
できると考えられる。
【００８３】
　[0085]また、上で挙げたＨＦＥの任意の１種類以上を、同様に、本明細書中に具体的に
挙げていない他のＨＦＥ、及び／又は、示されているフルオロエーテルと共に共沸混合物
を形成することが知られている他の化合物をはじめとする他の化合物と組合せて使用して
もよいことも考えられる。例えば、以下の化合物は各々、トランス－ジクロロエチレンと
共沸混合物を形成することが知られており、本発明の目的のためにそのような共沸混合物
を使用することは本発明の広い範囲内であると考えられる。
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【００８４】
　ＣＦ３ＣＦＣＦ３ＣＦ２ＯＣＨ３；
　ＣＦ３ＣＦ２ＣＦ２ＣＦ２ＯＣＨ３；
　ＣＦ３ＣＦＣＦ３ＣＦ２ＯＣＨ２ＣＨ３；
　ＣＦ３ＣＦ２ＣＦ２ＣＦ２ＯＣＨ２ＣＨ３；及び
　ＣＦ３ＣＦ２ＣＦ２ＯＣＨ３。
【００８５】
　２．ハイドロフルオロカーボン：
　[0086]幾つか態様においては、特に本発明の発泡剤組成物をはじめとする本発明の組成
物は、共発泡剤として１種類以上のＨＦＣ、より好ましくは１種類以上のＣ１～Ｃ４ＨＦ
Ｃを含む。例えば、本発泡剤組成物は、ジフルオロメタン（ＨＦＣ－３２）、フルオロエ
タン（ＨＦＣ－１６１）、ジフルオロエタン（ＨＦＣ－１５２）、トリフルオロエタン（
ＨＦＣ－１４３）、テトラフルオロエタン（ＨＦＣ－１３４）、ペンタフルオロエタン（
ＨＦＣ－１２５）、ペンタフルオロプロパン（ＨＦＣ－２４５）、ヘキサフルオロプロパ
ン（ＨＦＣ－２３６）、ヘプタフルオロプロパン（ＨＦＣ－２２７ｅａ）、ペンタフルオ
ロブタン（ＨＦＣ－３６５）、ヘキサフルオロブタン（ＨＦＣ－３５６）、及び全てのこ
のようなＨＦＣの全ての異性体の１種類以上を含んでいてよい。
【００８６】
　[0087]幾つかの態様においては、１種類以上の以下のＨＦＣ異性体が、本発明の組成物
において共発泡剤として用いるのに好ましい：
　フルオロエタン（ＨＦＣ－１６１）；
　１，１，１，２，２－ペンタフルオロエタン（ＨＦＣ－１２５）；
　１，１，２，２－テトラフルオロエタン（ＨＦＣ－１３４）；
　１，１，１，２－テトラフルオロエタン（ＨＦＣ－１３４ａ）；
　１，１，１－トリフルオロエタン（ＨＦＣ－１４３ａ）；
　１，１－ジフルオロエタン（ＨＦＣ－１５２ａ）；
　１，１，１，２，３，３，３－ヘプタフルオロプロパン（ＨＦＣ－２２７ｅａ）；
　１，１，１，３，３，３－ヘキサフルオロプロパン（ＨＦＣ－２３６ｆａ）；
　１，１，１，２，３，３－ヘキサフルオロプロパン（ＨＦＣ－２３６ｅａ）；
　１，１，１，２，３－ペンタフルオロプロパン（ＨＦＣ－２４５ｅｂ）；
　１，１，２，２，３－ペンタフルオロプロパン（ＨＦＣ－２４５ｃａ）；
　１，１，１，３，３－ペンタフルオロプロパン（ＨＦＣ－２４５ｆａ）；
　１，１，１，３，３－ペンタフルオロブタン（ＨＦＣ－３６５ｍｆｃ）；及び
　１，１，１，２，２，３，４，５，５，５－デカフルオロペンタン（ＨＦＣ－４３－１
０－ｍｅｅ）。
【００８７】
　３．炭化水素：
　[0088]幾つかの態様においては、特に本発明の発泡剤組成物をはじめとする本発明の組
成物は、１種類以上の炭化水素、より好ましくはＣ３～Ｃ６の炭化水素を含むことが好ま
しい。本発泡剤組成物は、幾つかの好ましい態様においては、例えば、プロパン；イソ－
及びｎ－ブタン（かかるブタン類は各々、熱可塑性フォームのための発泡剤として使用す
るのに好ましい）；イソ－、ｎ－、ネオ－及び／又はシクロ－ペンタン（かかるペンタン
類は各々、熱硬化性フォームのための発泡剤として使用するのに好ましい）；イソ－及び
ｎ－ヘキサン；及びヘプタン；を含んでもよい。
【００８８】
　[0089]特に発泡剤組成物をはじめとする本組成物の幾つかの好ましい態様は、１種類以
上のモノクロロトリフルオロプロペン、特にＨＦＣＯ－１２３３ｚｄと、イソ－ペンタン
、ｎ－ペンタン、シクロペンタン、及びこれらの組合せからなる群から選択される少なく
とも１種類の炭化水素とを含み、約５０重量％～約８５重量％のシクロペンタン、更によ
り好ましくは約６５重量％～約７５重量％のシクロペンタンを含む組合せが好ましい。
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【００８９】
　４．アルコール：
　[0090]幾つかの態様においては、特に本発明の発泡剤組成物をはじめとする本発明の組
成物は、１種類以上のアルコール、好ましくは１種類以上のＣ１～Ｃ４のアルコールを含
むことが好ましい。例えば、本発明の本発泡剤組成物、エアゾール、洗浄及び溶媒組成物
は、メタノール、エタノール、プロパノール、イソプロパノール、ブタノール、イソブタ
ノール、ｔ－ブタノール、及びオクタノールの１種類以上を含んでもよい。オクタノール
の中では、イソオクタノール（すなわち、２－エチル－１－ヘキサノール）が発泡剤配合
物及び溶媒組成物において使用するのに好ましい。
【００９０】
　[0091]特に発泡剤組成物をはじめとする本組成物の幾つかの好ましい態様は、１種類以
上のモノクロロトリフルオロプロペン、特にＨＦＣＯ－１２３３ｚｄと、メタノール、エ
タノール、プロパノール、イソプロパノール、ブタノール、イソブタノール、ｔ－ブタノ
ール、及びこれらの組合せからなる群から選択される少なくとも１種類のアルコールとを
含む。
【００９１】
　５．アルデヒド：
　[0092]幾つかの態様においては、特に本発明の発泡剤組成物、エアゾール、洗浄及び溶
媒組成物をはじめとする本発明の組成物は、ホルムアルデヒド、アセトアルデヒド、プロ
パナール、ブタナール、及びイソブタナールをはじめとする、１種類以上のアルデヒド、
特にＣ１～Ｃ４のアルデヒドを含むことが好ましい。
【００９２】
　６．ケトン：
　[0093]幾つかの態様においては、特に本発明の発泡剤組成物、エアゾール、洗浄及び溶
媒組成物をはじめとする本発明の組成物は、１種類以上のケトン、好ましくはＣ１～Ｃ４

のケトンを含むことが好ましい。例えば、本発泡剤、エアゾール、洗浄及び溶媒組成物は
、アセトン、メチルエチルケトン、及びメチルイソブチルケトンの１種類以上を含んでも
よい。
【００９３】
　７．クロロカーボン：
　[0094]幾つかの態様においては、特に本発明の発泡剤、エアゾール、洗浄及び溶媒組成
物をはじめとする本発明の組成物は、１種類以上のクロロカーボン、より好ましくはＣ１

～Ｃ３のクロロカーボンを含むことが好ましい。本組成物は、幾つかの好ましい態様にお
いては、例えば：１－クロロプロパン；２－クロロプロパン；トリクロロエチレン；パー
クロロエチレン；メテンクロライド；トランス－１，２ジクロロエチレン、及びこれらの
組合せを含んでもよく、幾つかの態様、特に発泡剤の態様においては、トランス－１，２
ジクロロエチレンが特に好ましい。
【００９４】
　８．他の化合物：
　[0095]幾つかの態様においては、特に本発明の発泡剤、エアゾール、洗浄及び溶媒組成
物をはじめとする本発明の組成物は、水、ＣＯ２、ギ酸メチル、ギ酸、ジメトキシメタン
（ＤＭＥ）、及びこれらの組合せを含む１種類以上の追加の化合物を含むことが好ましい
。上述の中で、ＤＭＥは、発泡剤組成物において、また、本発明によるエアゾール組成物
中の噴射剤として、特にＨＦＣＯ－１２３３ｚｄと組み合わせて使用するのに特に好まし
い。上述の中では、水及びＣＯ２は、発泡剤において、また、本発明による噴射剤として
、特にＨＦＣＯ－１２３３ｚｄと組み合わせて使用するのに特に好ましい。
【００９５】
　[0096]幾つかの態様において共発泡剤として使用するように意図されている上記で言及
した任意の追加的な化合物の相対量、並びに本組成物中に含まれていてよい任意の追加的
な成分の相対量は、組成物の特有の用途に従う本発明の一般的な広い範囲内において大き
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く変化させることができ、そして、このような相対量はいずれも、本明細書の範囲内にあ
ると考えられる。しかし、本出願人は、少なくとも幾つかの本発明による化合物の１つの
特別な利点は、このような化合物の比較的低い燃焼性及び比較的低い毒性であることを指
摘する。従って、幾つかの態様においては、本発明の組成物は、少なくとも１種類の共試
薬、及び全体的に不燃性である組成物を製造するのに十分な量の１種類以上のモノクロロ
トリフルオロプロペン化合物を含むことが好ましい。ここで用いる「共試薬」という用語
は、所期の目的のための組成物の性能の少なくとも幾つかの形態に寄与する目的で組成物
中に含ませる任意の１種類以上の化合物を指すように意図される。したがって、このよう
な態様において、１種類以上のモノクロロトリフルオロプロペン化合物と比較した共試薬
の相対量は、少なくとも部分的に、共試薬の燃焼性などの組成物の望ましい特性に依存す
るであろう。
【００９６】
　[0097]本発明の組成物は、広い範囲に亘る量の本発明の化合物を含んでよい。しかし、
本発明にしたがって発泡剤として使用するのに好ましい組成物に関しては、１種類又は複
数のモノクロロトリフルオロプロペン化合物が、組成物の少なくとも約１重量％、より好
ましくは少なくとも約５重量％、そして更に好ましくは少なくとも約１５重量％の量で存
在することが一般的に好ましい。幾つかの好ましい態様において、発泡剤は、少なくとも
約５０重量％の１種類又は複数の本発泡剤化合物を含み、そして、幾つかの態様において
は、発泡剤は、本発明による化合物から実質的に成る。この点に関して、１種類以上の共
発泡剤の使用は、本発明の新規で基本的な特徴と合致することに留意されたい。例えば、
水は、共発泡剤としてか又は他の共発泡剤（例えば、ペンタン、特にシクロペンタン等）
と組み合わせて、多数の態様において用いることが意図される。
【００９７】
　[0098]本発明の発泡剤組成物は、好ましくは該組成物の少なくとも約１５重量％の量で
、１種類以上のモノクロロトリフルオロプロペン化合物を含んでいてよいと意図される。
多くの好ましい態様においては、水を含む共発泡剤を、組成物中、最も好ましくは、熱硬
化性フォームの使用に関連する組成物中に含ませる。
【００９８】
　[0099]幾つかの態様においては、本発明の発泡剤組成物は、ＨＦＣＯ－１２３３ｚｄ、
より好ましくは少なくとも約９０重量％のＨＦＣＯ－１２３３ｚｄ、より好ましくは少な
くとも約９５重量％のＨＦＣＯ－１２３３ｚｄ、更により好ましくは少なくとも約９９重
量％のＨＦＣＯ－１２３３ｚｄを含むことが好ましい。幾つかの好ましい態様においては
、本発明の発泡剤組成物は、少なくとも約８０重量％、更により好ましくは少なくとも約
９０重量％のＨＦＣＯ－１２３３ｚｄ、更により好ましくはシス－ＨＦＣＯ－１２３３ｚ
ｄ及びトランス－ＨＦＣＯ－１２３３ｚｄの任意の１以上を含むことが好ましい。
【００９９】
　[00100]本発明の発泡剤組成物は、幾つかの態様においては、シスＨＦＣＯ－１２３３
ｚｄとトランスＨＦＣＯ－１２３３ｚｄの組合せを含む。幾つかの態様においては、シス
：トランスの重量比は、約３０：７０～約５：９５、更により好ましくは約２０：８０～
約５：９５であり、幾つかの態様においては、１０：９０の比が特に好ましい。
【０１００】
　[00101]幾つかの好ましい態様においては、発泡剤組成物は、約３０重量％～約９５重
量％、より好ましくは約３０重量％～約９６重量％、より好ましくは約３０重量％～約９
７重量％、更により好ましくは約３０重量％～約９８重量％、更により好ましくは約３０
重量％～約９９重量％の１種類以上のモノクロロトリフルオロプロペン化合物、及び、約
５重量％～約９０重量％、より好ましくは約５重量％～約６５重量％の１種類以上のフル
オロエーテルを含む共発泡剤を含む。幾つかのこのような態様においては、共発泡剤は、
Ｈ２Ｏ、ＨＣ、ＨＥ、ＨＦＣ、ＨＦＥ、炭化水素、アルコール（好ましくは、Ｃ２、Ｃ３

及び／又はＣ４アルコール）、ケトン、ＣＯ２、及びこれらの任意の２以上の組み合わせ
からなる群から選択される化合物を含み、そして好ましくは実質的にこれらより成る。
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【０１０１】
　[00102]他の態様においては、本発明は発泡性組成物を提供する。本発明の発泡性組成
物は、一般的には、フォームを形成することが可能な１種類以上の成分を含む。幾つかの
態様においては、当該１種類以上の成分は、フォーム及び／又は発泡性組成物を形成する
ことが可能な熱硬化性組成物を含む。熱硬化性組成物の例としては、ポリウレタン及びポ
リイソシアヌレートフォーム組成物、及びフェノール樹脂フォーム組成物が挙げられる。
フォームタイプ、特にポリウレタンフォーム組成物に関しては、本発明は、硬質フォーム
（独立気泡、連続気泡の両方、及びこれらの任意の組合せ）、軟質フォーム、及び、イン
テグラルスキンフォームをはじめとする半軟質フォームを提供する。また、本発明は、噴
霧可能な単一成分フォームを含む単一成分フォームも提供する。
【０１０２】
　[00103]反応及び発泡方法は、気泡の大きさを制御及び調節し、形成中のフォーム構造
を安定させるのに役立つ触媒や界面活性剤物質などの種々の添加剤を使用することにより
、向上させることができる。更に、本発明の発泡剤組成物に関してこれまでに説明した１
種類以上の任意の追加の成分は、本発明の発泡性組成物中に組み込むことができると企図
している。そのような熱硬化性フォームの態様においては、１種類以上の本組成物は、発
泡性組成物中において発泡剤として、又は発泡剤の一部として含められ、又は、好ましく
は適切な条件下で反応及び／又は発泡してフォーム又は気泡構造物を形成することができ
る１以上の成分を含む、２以上の部分からなる発泡性組成物の一部分として含められる。
【０１０３】
　[00104]幾つかの別の態様においては、当該１種類以上の成分は、熱可塑性物質、特に
、熱可塑性ポリマー及び／又は樹脂を含む。熱可塑性フォーム成分の例としては、例えば
、式Ａｒ－ＣＨＣＨ２（ここで、Ａｒは、ポリスチレン（ＰＳ），（ＰＳ）のようなベン
ゼン系の芳香族炭化水素基である）のモノビニル芳香族化合物のようなポリオレフィンが
挙げられる。本発明による好適なポリオレフィン樹脂の他の例としては、ポリエチレン（
ＰＥ）のようなエチレンホモポリマー及びエチレンコポリマーなどの種々のエチレン樹脂
、ポリプロピレン（ＰＰ）、並びにポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）、並びにそれ
らから形成されるフォーム、好ましくは低密度フォームが挙げられる。幾つかの態様にお
いては、熱可塑性発泡性組成物は、押出し成形可能な組成物である。
【０１０４】
　[00105]また、本発明は、本発明の組成物を含む発泡剤を含有するポリマーフォーム配
合物から調製されたフォーム、好ましくは、独立気泡フォームにも関する。更に他の態様
においては、本発明は、ポリスチレン（ＰＳ）、ポリエチレン（ＰＥ）、ポリプロピレン
（ＰＰ）、及びポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）フォーム、好ましくは低密度フォ
ームなどの、熱可塑性又はポリオレフィンフォームを含む発泡性組成物を提供する。
【０１０５】
　Ｄ．トリフルオロモノクロロプロペンを含有する組成物：
　[00106]本出願人らは、本質的な成分として、全ての割合のこれらの全ての組合せを含
むトランスＣＦ３ＣＨ＝ＣＣｌＨ（１２３３ｚｄＥ）、シスＣＦ３ＣＨ＝ＣＣｌＨ（１２
３３ｚｄＺ）、トランスＣＨＦ２ＣＦ＝ＣＣｌＨ（１２３３ｙｄＥ）、シスＣＨＦ２ＣＦ
＝ＣＣｌＨ（１２３３ｙｄＺ）、トランスＣＨＦ２ＣＨ＝ＣＣｌＦ（１２３３ｚｂＥ）、
シスＣＨＦ２ＣＨ＝ＣＣｌＦ（１２３３ｚｂＺ）、トランスＣＨＦ２ＣＣｌ＝ＣＨＦ（１
２３３ｘｅＥ）、シスＣＨＦ２ＣＣｌ＝ＣＨＦ（１２３３ｘｅＺ）、ＣＨ２ＦＣＣｌ＝Ｃ
Ｆ２（１２３３ｘｃ）、トランスＣＨＦＣｌＣＦ＝ＣＦＨ（１２３３ｙｅＥ）、シスＣＨ
ＦＣｌＣＦ＝ＣＦＨ（１２３３ｙｅＺ）、ＣＨ２ＣｌＣＦ＝ＣＦ２（１２３３ｙｃ）を含
む１種類以上のトリフルオロモノクロロプロペン化合物と、少なくとも１種類の追加の化
合物とを含む幾つかの組成物を開発した。そのような組成物において、１種類以上のトリ
フルオロモノクロロプロペンの量は広く変動することができ、これは、すべての場合にお
いて、組成物中のすべての他の成分を計上した後の組成物の残りを構成する。幾つかの好
ましい態様においては、組成物中の上記に記載のトリフルオロモノクロロプロペンの各々
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の量、及び任意の全ての割合のこれらの２以上の任意の組合せの量は、以下の範囲にした
がうことができる：約１重量％～約９９重量％；約８０重量％～約９９重量％；約１重量
％～約２０重量％；約１重量％～約２５重量％；約１重量％～約３０重量％；及び約１重
量％～約５０重量％。このタイプの好ましい組成物を下表において記載するが、表に示す
追加の化合物に関して、すべてのパーセントは重量パーセントであり、“約”の語が前置
されると理解される。加えて、下表は、トランスＣＦ３ＣＨ＝ＣＣｌＨ（１２３３ｚｄＥ
）、シスＣＦ３ＣＨ＝ＣＣｌＨ（１２３３ｚｄＺ）、トランスＣＨＦ２ＣＦ＝ＣＣｌＨ（
１２３３ｙｄＥ）、シスＣＨＦ２ＣＦ＝ＣＣｌＨ（１２３３ｙｄＺ）、トランスＣＨＦ２

ＣＨ＝ＣＣｌＦ（１２３３ｚｂＥ）、シスＣＨＦ２ＣＨ＝ＣＣｌＦ（１２３３ｚｂＺ）、
トランスＣＨＦ２ＣＣｌ＝ＣＨＦ（１２３３ｘｅＥ）、シスＣＨＦ２ＣＣｌ＝ＣＨＦ（１
２３３ｘｅＺ）、ＣＨ２ＦＣＣｌ＝ＣＦ２（１２３３ｘｃ）、トランスＣＨＦＣｌＣＦ＝
ＣＦＨ（１２３３ｙｅＥ）、シスＣＨＦＣｌＣＦ＝ＣＦＨ（１２３３ｙｅＺ）、ＣＨ２Ｃ
ｌＣＦ＝ＣＦ２（１２３３ｙｃ）のそれぞれ、及びこれらの二つの化合物のすべての組合
せ及び割合に適用されると理解される。
【０１０６】
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【表１】

【０１０７】
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【表２】

【０１０８】
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【表３】

【０１０９】
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【表４】

【０１１０】
　[00107]共試薬がＨ２Ｏを含む好ましい態様においては、組成物は、全組成物の約５重
量％～約５０重量％、より好ましくは約１０重量％～約４０重量％、更により好ましくは
全組成物の約１０重量％～約２０重量％の量でＨ２Ｏを含む。
【０１１１】
　[00108]共試薬がＣＯ２を含む好ましい態様においては、組成物は、全組成物の約５重
量％～約６０重量％、より好ましくは約２０重量％～約５０重量％、更により好ましくは
組成物の約４０重量％～約５０重量％の量でＣＯ２を含む。
【０１１２】
　[00109]共試薬がアルコール（好ましくはＣ２、Ｃ３、及び／又はＣ４アルコール）を
含む好ましい態様においては、組成物は、全組成物の約５重量％～約４０重量％、より好
ましくは約１０重量％～約４０重量％、更により好ましくは全組成物の約１５重量％～約
２５重量％の量でアルコールを含む。
【０１１３】
　[00110]ＨＦＣ共試薬を含む組成物については、ＨＦＣ共発泡剤（好ましくは、Ｃ２、
Ｃ３、Ｃ４、及び／又はＣ５のＨＦＣ）、更により好ましくはジフルオロメタン（ＨＦＣ
－１５２ａ）（ＨＦＣ－１５２ａは、押出熱可塑性材料用の発泡剤としての組成物の使用
に関して特に好ましい）及び／又はペンタフルオロプロパン（ＨＦＣ－２４５）は、好ま
しくは、組成物の約５重量％～約８０重量％、より好ましくは約１０重量％～約７５重量
％、更により好ましくは組成物の約２５重量％～約７５重量％の量で組成物中に存在する
。更に、かかる態様においては、ＨＦＣは、好ましくはＣ２～Ｃ４のＨＦＣであり、更に
より好ましくはＣ３のＨＦＣであり、幾つかの態様においては、ＨＦＣ－２４５ｆａなど
の五フッ素化されたＣ３のＨＦＣが非常に好ましい。
【０１１４】
　[00111]ＨＦＥ共試薬を含む組成物については、ＨＦＥ共試薬（好ましくは、Ｃ２、Ｃ

３、Ｃ４及び／又はＣ５のＨＦＥ）、更により好ましくはＨＦＥ－２５４（特にＨＦＥ－
２５４ｐｃなど）は、好ましくは、全組成物の約５重量％～約８０重量％、より好ましく
は約１０重量％～約７５重量％、更により好ましくは組成物の約２５重量％～約７５重量
％の量で組成物中に存在する。更に、かかる態様において、ＨＦＥは、好ましくはＣ２～
Ｃ４のＨＦＥ、更により好ましくはＣ３のＨＦＣであり、幾つかの態様においては、四フ
ッ素化されたＣ３のＨＦＥが非常に好ましい。
【０１１５】
　[00112]ＨＣ共試薬を含む組成物については、ＨＣ共試薬（好ましくはＣ３、Ｃ４、及
び／又はＣ５のＨＣ）は、好ましくは、全組成物の約５重量％～約８０重量％、更により
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好ましくは組成物の約２０重量％～約６０重量％の量で組成物中に存在する。
【０１１６】
　Ｅ．方法及びシステム：
　１．フォーム形成方法：
　[00113]フォームを形成するための現在知られた利用できる方法及びシステムは全て、
本発明と関連して使用するように容易に適合させることができると考えられる。例えば、
本発明の方法は、一般的に、本発明による発泡剤を発泡性組成物又はフォーム形成組成物
中に導入し、次に、好ましくは本発明による発泡剤の体積膨張を引き起こすことを含む工
程又は一連の複数の工程により組成物を発泡させることを必要とする。一般的に、発泡剤
の導入のため及び発泡のために現在使用されているシステム及び装置は、本発明にしたが
って使用するように容易に適合させることができると考えられる。実際、本発明の１つの
利点は、既存の発泡方法及びシステムと概して適合性の改善された発泡剤が提供されるこ
とであると考えられる。
【０１１７】
　[00114]従って、本発明が、熱硬化性フォーム、熱可塑性フォーム、及び現場施工型フ
ォームを含む全てのタイプのフォームを発泡させるための方法及びシステムを含むことは
、当業者によって認められるであろう。従って、本発明の１つの側面は、本発泡剤を、ポ
リウレタン発泡装置のような従来の発泡装置と関連して、従来の処理条件で用いることで
ある。故に、本方法は、マスターバッチタイプの操作、ブレンドタイプの操作、第３の流
れの発泡剤の添加、そして、発泡ヘッドにおける発泡剤の添加を含む。
【０１１８】
　[00115]熱可塑性フォームに関して、好ましい方法は、一般に、本発明による発泡剤を
、熱可塑性物質、好ましくはポリオレフィンのような熱可塑性ポリマー中に導入し、次い
で、熱可塑性物質を、発泡を起こすのに有効な条件にかけることを含む。例えば、熱可塑
性物質中に発泡剤を挿入する工程は、熱可塑性物質を含むスクリュー押出し機中に発泡剤
を導入することを包含してよく、そして、発泡を起こす工程は、熱可塑性物質への圧力を
下げて、これにより発泡剤の膨張を引き起し、その結果物質を発泡させることを包含して
よい。
【０１１９】
　[00116]本明細書に包含される開示事項を特に考慮すれば、本発明の発泡剤を形成し、
及び／又は発泡性組成物に加える順序及び方法は、一般的に本発明の実施可能性に影響を
与えないことは、当業者によって認められるであろう。例えば、押出し可能なフォームの
場合、発泡剤の種々の成分及び更には本組成物の成分は、押出装置へ導入する前には混合
しないことが可能であり、又は更には該成分は、押出装置内の同じ場所には添加しないこ
とも可能である。更に、発泡剤は直接添加することができ、或いはプレミックスの一部と
して添加してそれを次に発泡性組成物の他の部分に添加することが可能である。
【０１２０】
　[00117]従って、幾つかの態様においては、成分が押出機内で混合され及び／又はこの
ようにしてより効率的に操作されるようになるという見込みの下で、発泡剤の他の１種類
以上の成分を添加する場所の上流である押出機内の第１の位置において発泡剤の１種類以
上の成分を導入することが望ましい可能性がある。しかしながら、幾つかの態様において
は、発泡剤の２種類以上の成分を前もって配合し、一緒に発泡性組成物中に直接導入する
か、或いはプレミックスの一部として導入してそれを次に発泡性組成物の他の部分に更に
添加する。
【０１２１】
　[00118]幾つかの好ましい態様においては、分散剤、気泡安定化剤、界面活性剤、及び
他の添加剤も、本発明の発泡剤組成物中に導入することができる。界面活性剤は、任意で
あるが、好ましくは、気泡安定化剤として働かせるために添加する。幾つかの代表的な材
料は、DC-193、B-8404、及びL-5340の名称で販売されており、これらは一般的には、各々
が参照により本明細書中に援用される米国特許第２，８３４，７４８号、２，９１７，４
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８０号、及び２，８４６，４５８号に開示されたものなどのポリシロキサンポリオキシア
ルキレンブロックコポリマーである。発泡剤混合物のための他の任意の添加剤としては、
トリ（２－クロロエチル）ホスフェート、トリ（２－クロロプロピル）ホスフェート、ト
リ（２、３－ジブロモプロピル）ホスフェート、トリ（１，３－ジクロロプロピル）ホス
フェート、ジアンモニウムホスフェート、種々のハロゲン化芳香族化合物、酸化アンチモ
ン、アルミニウム三水和物、ポリ塩化ビニルなどのような炎抑制剤を挙げることができる
。
【０１２２】
　[00119]ここに参照によって援用される「ポリウレタンの化学及び技術(Polyurethanes 
Chemistry and Technology)」第Ｉ巻及び第ＩＩ巻, Saunders and Frisch, 1962年, John
 Wiley and Sons，ニューヨーク市，ニューヨーク州に記載されている方法のような、当
該技術において周知のいずれの方法も使用することでき、又は、本発明のフォームの態様
に従った使用に適合させることができる。
【０１２３】
　２．噴射剤及びエアゾール組成物：
　[00120]別の面においては、本発明は、本発明の組成物を含むか又は本質的にこの組成
物からなる噴射剤組成物を提供する。幾つかの好ましい態様において、そのような噴射剤
組成物は、好ましくは、単独か又は他の公知の噴射剤と組み合わせた噴霧しうる組成物で
ある。
【０１２４】
　[00121]一つの側面においては、本組成物は、本発明の組成物を膨張させることにより
発生するもののような本組成物により生ずる力をかかる物体に適用することにより、固体
及び／又は液体の物体及び／又は気体の物体をはじめとする物体を噴射させるために使用
することができる。例えば、かかる力は、好ましくは、本発明の組成物の相を液体から気
体へと変化させることによるか、及び／又は、本発明の組成物が加圧容器から排出される
ときの実質的な圧力低下の結果として放出される力により、少なくとも部分的に与えられ
る。このようにして、本発明の組成物を使用して、爆発的な力又は持続する力を噴射すべ
き物体に適用することができる。したがって、本発明は、本発明の組成物を含み、液体の
物体又は固体の物体或いは気体の物体のいずれかの物体を所望の量の力で噴射又は移動さ
せるように構成されているシステム、容器、及び装置を含む。かかる使用の例としては、
導管、チャネル、又はノズル中のドレイン、パイプ、又は閉塞物を噴射力により取り去る
ために使用することができる容器（加圧された缶及び同様の器具）が挙げられる。別の用
途としては、弾丸、ペレット、手榴弾、ネット、キャニスタ、豆袋、電極、又は他の個々
の縛られているか又は縛られていない発射物などの固体の物体を環境、特に周囲空気を通
して噴射するために本組成物を使用することが挙げられる。他の態様においては、本組成
物を使用して、ジャイロスコープ、遠心機、玩具、又は回転する他の物体に対して吐出動
などの運動を付与したり、あるいは、花火、紙吹雪、ペレット、弾薬、及び他の固体物体
などの固体の物体に対して噴射力を付与することができる。他の用途においては、本発明
の組成物により与えられる力を使用して、ロケット又は他の発射物をはじめとする動いて
いる物体を推進又は操縦することができる。
【０１２５】
　[00122]本発明の噴射剤組成物は、好ましくは、噴射されるべき材料と、本発明による
組成物を含む（あるいは本質的にその組成物からなる、又はその組成物からなる）噴射剤
とを含む。不活性成分、溶媒、及び他の物質も、噴霧可能な混合物中に存在していてもよ
い。好ましくは、この噴霧可能な組成物はエアゾールである。噴射されるべき適当な材料
としては、限定するものではないが、消臭剤、香料、ヘアスプレー、洗浄溶媒、及び潤滑
剤などの化粧物質、及び抗喘息薬などの医薬物質があげられる。本明細書で用いる医薬物
質という用語は、その最も広い範囲においては、治療処置、診断法、痛みの緩和、及び同
様の処置に関して有効であるか又は少なくとも有効であると考えられており、それ自体が
例えば医薬及び生物活性物質を含む任意の全ての物質を包含するように用いられる。幾つ
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かの好ましい態様においては、医薬物質は吸入するように適合される。医薬又は他の治療
薬は、好ましくは治療量で組成物中に存在し、組成物の残りの実質的部分は上記に記載の
本発明の１種類以上のモノクロロトリフルオロプロペン化合物を含む。
【０１２６】
　[00123]工業用途、民生用、又は医療用途のためのエアゾール製品は、通常は、１種類
以上の活性成分、不活性成分、又は溶媒と共に１種類以上の噴射剤を含む。噴射剤は、製
品をエアゾール化した形態で排出する力を与える。幾つかのエアゾール製品は、二酸化炭
素、窒素、亜酸化窒素、更には空気のような圧縮気体を用いて噴射されるが、大部分の市
販のエアゾールは液化ガス噴射剤を用いる。最も一般的に用いられる液化ガス噴射剤は、
ブタン、イソブタン、及びプロパンなどの炭化水素である。ジメチルエーテルとＨＦＣ－
１５２ａ（１，１－ジフルオロエタン）も、単独か又は炭化水素噴射剤と混合して用いら
れる。残念なことに、これらの液化ガス噴射剤の全てが高可燃性であるので、それらをエ
アゾール配合物中に導入することによって、可燃性のエアゾール製品がしばしば得られる
だろう。
【０１２７】
　[00124]出願人は、それを用いてエアゾール製品を配合するための不燃性の液化ガス噴
射剤に対する継続的な必要性を認識するに至った。本発明は、本発明の組成物、特にそし
て好ましくは上記に記載のＨＦＣＯ－１２３３を含む組成物であって、例えばスプレー式
クリーナー、潤滑剤などを含む幾つかの工業用エアゾール製品、及び例えば薬品を肺や粘
膜に供給するためのものを含む医薬用エアゾールにおいて用いるための組成物を提供する
。この例としては、喘息や他の慢性閉塞性肺疾患の治療のためや、接近可能な粘膜又は鼻
腔内に薬物を供給するための計量式吸入器（ＭＤＩ）が挙げられる。従って、本発明は、
（人間や動物などの）生物の病気、疾病、及び類似の健康に関連する問題を治療するため
の方法を含み、この方法は、治療が必要な生物に薬物又はその他の治療成分を含む本発明
の組成物を適用することを含む。幾つかの好ましい態様においては、本組成物を適用する
工程は、本発明の組成物を含有するＭＤＩを用意し（例えば、その組成物をＭＤＩの中に
導入する）、そして次に、本組成物をＭＤＩから放出することを含む。
【０１２８】
　[00125]本発明の組成物、特に本発明の任意の１種類以上のモノクロロトリフルオロプ
ロペンを含むかあるいは本質的にこれらからなる組成物は、地球温暖化に実質的に寄与し
ない不燃性の液化ガス噴射剤及びエアゾールを提供することができる。本組成物は、接点
洗浄剤、ダスター、潤滑剤スプレーなどのような様々な工業用エアゾール又は他の噴霧可
能な組成物、並びに、パーソナルケア製品、家庭用品、及び自動車用品などの民生用エア
ゾールを配合するために用いることができる。多くの用途における本発明の医薬用エアゾ
ール及び／又は噴射剤及び／又は噴霧可能な組成物は、本発明の化合物に加えて、ベータ
作用薬、コルチコステロイド、又は他の薬物、及び任意に、界面活性剤、溶媒、他の噴射
剤、香味料、及び他の賦形剤など他の成分を含む。本発明の組成物は、これらの用途にお
いてこれまで用いられた多くの組成物とは異なり、良好な環境特性を有し、地球温暖化に
寄与する可能性がないと考えられる。従って、本組成物は、幾つかの好ましい態様におい
て、非常に低い地球温暖化係数を有する本質的に不燃性の液化ガス噴射剤を提供する。
【０１２９】
　３．香味料及び芳香料：
　[00126]本発明の組成物は、香味配合物及び芳香配合物の一部として、そして特にこれ
らのためのキャリヤーとして用いられるときにも利点を提供する。この目的のための本組
成物の適性は、所定量のジャスモンのような植物材料を厚肉のガラス管の中に入れ、一定
量の１種類以上の本発明の化合物をガラス管に加える試験手順によって例証される。次い
で、管を冷凍し、密閉する。管を解凍すると、混合物は一つの液相を有しており、これに
よって１種類以上のモノクロロトリフルオロプロペンが香味配合物及び芳香料のためのキ
ャリヤーとして好都合に用いられることが確保される。また、植物からのものを含めて、
生物活性化合物（バイオマスなど）及び芳香料の抽出剤としての可能性も確保される。幾
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つかの態様においては、超臨界状態の本流体を用いて抽出用途において本組成物を使用す
ることが好ましい場合がある。超臨界又は近超臨界状態の本組成物を使用することを含む
この用途及び他の用途を以下に説明する。
【０１３０】
　４．膨張剤：
　[00127]本発明の組成物の一つの潜在的な利点は、好ましい組成物が殆どの周囲条件に
おいて気体状態であることである。この特徴により、流される空間の重量を有意に増加さ
せることなく、本発明の組成物を空間に充填することが可能となる。そのうえ、本発明の
組成物は、比較的容易な輸送及び貯蔵のために圧縮又は液化することができる。これゆえ
に、例えば、本発明の組成物は、好ましくは、しかし必須ではないが、組成物が排出され
る別の環境中に当該組成物を少なくともある時間の間、加圧気体として放出するように適
合されたノズルをその中に有する加圧缶などの密閉容器中に液体形態で含ませてもよい。
例えば、かかる用途としては、輸送乗物（自動車、トラック、及び航空機を含む）に関し
て使用することができるようなタイヤに接続するように適合された缶中に本組成物を含ま
せることを挙げることができる。この態様にしたがう他の例としては、少なくとも一定の
時間、圧力下で気体状の材料を含むように適合されたエアバッグ又は他の空気袋（他の保
護用空気袋を含む）を膨らませるために、同様の配置で本組成物を使用することが挙げら
れる。缶などの固定容器を使用する代わりに、本発明のこの側面にしたがって、液体又は
気体のいずれかの形態で本組成物を含み、且つそれを通して特定の用途のために必要な加
圧環境中にそれを導入することができる、ホース又は他のシステムを通して本組成物を適
用してもよい。
【０１３１】
　Ｆ．方法及びシステム：
　[00128]本発明の組成物は、冷却システム、空調システム及びヒートポンプシステムに
おいて用いられる冷媒などの、熱を伝達するための方法及びシステムにおける熱伝達流体
などとして、多くの方法及びシステムに関して有用である。本組成物はまた、好ましくは
そのようなシステム及び方法におけるエアゾール噴射剤を含むか又はそれからなるエアゾ
ールを生成させるシステム及び方法において用いるのにも有利である。フォームを形成す
る方法、並びに消火及び鎮火する方法も、本発明の幾つかの側面に含まれる。本発明はま
た、幾つかの側面においては、そのような方法及びシステムにおいて本組成物を溶媒組成
物として用いる物品から残留物を除去する方法も提供する。
【０１３２】
　１．熱伝達方法及びシステム：
　[00129]
　好ましい熱伝達方法は、一般的には、本発明の組成物を提供し、そして顕熱伝達、相変
化熱伝達、又はこれらの組合せのいずれかにより組成物に対して又は組成物から熱を伝達
させることを含む。例えば、幾つかの好ましい態様においては、本方法は、本発明の冷媒
を含む冷却システム、及び、本発明の組成物を凝縮及び／又は蒸発させることにより加熱
又は冷却を生成させる方法を提供する。幾つかの好ましい態様においては、他の流体を直
接又は間接的に、あるいは物体を直接又は間接的に冷却することを含む冷却方法は、本発
明の組成物を含む冷媒組成物を凝縮させ、その後に、前記冷媒組成物を冷却すべき物品の
近傍で蒸発させることを含む。本明細書中で使用される“物体”という用語は、無生物だ
けでなく、一般的な動物の組織、及び特にヒトの組織を含む生体組織も言うように意図し
ている。例えば、本発明の幾つかの側面は、鎮痛法、予備麻酔、又は、治療すべき人体の
温度を低下させることを伴う治療の一部などの、１種類以上の治療目的のために、本組成
物をヒトの組織に対して適用することを伴う。幾つかの態様においては、人体への適用は
、好ましくは、一方向放出弁及び／又はノズルを有する加圧容器中に、加圧下で液体形態
の本組成物を与え、そして組成物を人体に噴霧するか又は他の形態で適用することにより
液体を加圧容器から放出させることを含む。液体が、噴霧される表面から蒸発するにつれ
て表面が冷却される。
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【０１３３】
　[00130]流体又は物体を加熱するための幾つかの好ましい方法は、本発明の組成物を含
む冷媒組成物を加熱すべき流体又は物体の近傍で凝縮させ、その後に前記冷媒組成物を蒸
発させることを含む。本明細書中の開示に照らせば、当業者は、過度な実験をすることな
く、本発明にしたがって容易に物品を加熱及び冷却することができるであろう。
【０１３４】
　[00131]出願人らは、本発明のシステム及び方法において、重要な冷却システムの性能
パラメータの多くがＲ－１３４ａに関するパラメータと比較的近いことを見出した。多く
の既存の冷却システムは、Ｒ－１３４ａのために、又はＲ－１３４ａと同様の特性をもつ
他の冷媒のために設計されていることから、システムに対する比較的最小限の変更を伴い
Ｒ－１３４ａ又は同様の冷媒の代替として使用することができる低ＧＷＰ及び／又は低オ
ゾン層破壊性の冷媒の実質的な利点を当業者は認識するであろう。幾つかの態様において
は、本発明は、システムの実質的な変更をすることなく、既存のシステムにおける熱伝達
流体（冷媒など）を本発明の組成物により置換することを含む改造方法を提供することを
企図している。幾つかの好ましい態様においては、置換工程は、熱伝達流体として本発明
の組成物を適合させるためにシステムの実質的な再設計を必要とせず、また装置の主要な
部品を置換する必要が無いという意味において、ドロップイン置換である。幾つかの好ま
しい態様においては、本方法は、システムの能力が置換前のシステム能力の少なくとも約
７０％、好ましくは少なくとも約８５％、更により好ましくは少なくとも約９０％である
ドロップイン置換を含む。幾つかの好ましい態様においては、本方法は、システムの吸引
圧力及び／又は放出圧力、更により好ましくはその両方が、置換前の吸引圧力及び／又は
放出圧力の少なくとも約７０％、より好ましくは少なくとも約９０％、更により好ましく
は少なくとも約９５％であるドロップイン置換を含む。幾つかの好ましい態様においては
、本方法は、システムの質量流量が置換前の質量流量の少なくとも約８０％、更により好
ましくは少なくとも９０％であるドロップイン置換を含む。
【０１３５】
　[00132]幾つかの態様においては、本発明は、好ましくは、冷却すべき物体又は流体の
近傍で本冷媒組成物を蒸発させて本組成物を含む蒸気を生成することにより、流体又は物
体から熱を吸収することによって冷却することを提供する。好ましくは、本方法には、通
常は圧縮機又は同様の装置により冷媒蒸気を圧縮して、比較的高圧の本組成物の蒸気を生
成する更なる工程が含まれる。一般的には、蒸気を圧縮する工程により、蒸気に対して熱
が加えられ、比較的高圧の蒸気の温度上昇が引き起こされる。好ましくは、かかる態様に
おいては、本方法には、この比較的高温で高圧の蒸気から、蒸発工程及び圧縮工程により
加えられた熱の少なくとも一部を取り出すことが含まれる。熱取り出し工程には、好まし
くは、蒸気が比較的高圧条件にある間に、高温で高圧の蒸気を凝縮して、本発明の組成物
を含む比較的高圧の液体を生成させることが含まれる。この比較的高圧の液体は、好まし
くは、次いで見かけ上等エンタルピーの減圧にかけて、比較的低温で低圧の液体を製造す
る。かかる態様においては、この低下した温度の冷媒液体を、次いで、冷却すべき物体又
は流体から伝達される熱により蒸発させる。
【０１３６】
　[00133]本発明の別の方法の態様においては、本発明の組成物は、加熱すべき液体又は
物体の近傍で組成物を含む冷媒を凝縮することを含む、加熱を生成させる方法において使
用することができる。かかる方法は、これまでに説明したように、上述の冷却サイクルに
対して逆のサイクルであることが多い。
【０１３７】
　２．フォーム発泡方法：
　[00134]本発明の一つの態様は、フォーム、好ましくはポリウレタン及びポリイソシア
ヌレートのフォームを形成する方法に関する。その方法は、一般に、当該技術において周
知なように、本発明の発泡剤組成物を用意し、その発泡剤組成物を（直接又は間接に）発
泡性組成物に添加し、そしてフォーム又は気泡構造が形成されるのに有効な条件下で発泡
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性組成物を反応させることを含む。例えば「ポリウレタンの化学と技術（Polyurethanes 
Chemistry and Technology）」Volumes I and II, Saunders and Frisch, 1962, John Wi
ley and Sons, New York, NY,（参照により本明細書中に援用される）に記載されている
ような、当該技術において周知の任意の方法を、本発明のフォームの態様にしたがって用
いるか又は用いるように適合させることができる。一般に、そのような好ましい方法は、
イソシアネート、ポリオール又は複数のポリオールの混合物、発泡剤又は１種類以上の本
組成物を含む発泡剤の混合物、及び触媒、界面活性剤、並びに任意に難燃剤、着色剤、又
は他の添加剤などの他の材料を配合することによってポリウレタン又はポリイソシアヌレ
ートフォームを製造することを含む。
【０１３８】
　[00135]ポリウレタン又はポリイソシアヌレートフォームのための成分を予備ブレンド
した配合物で与えるのが、多くの用途において好都合である。最も典型的には、フォーム
配合物は、二つの成分に予めブレンドする。イソシアネート及び任意の幾つかの界面活性
剤及び発泡剤が第一の成分を構成し、これは通常「Ａ」成分と呼ばれる。ポリオール又は
ポリオールの混合物、界面活性剤、触媒、発泡剤、難燃剤、及び他のイソシアネート反応
性成分は第二の成分を構成し、これは通常「Ｂ」成分と呼ばれる。従って、Ａ及びＢ側の
成分を、小さな調製物のために手混合によるか、及び好ましくはブロック、スラブ、積層
体、現場注入パネル、及びその他の物品、噴霧適用フォーム、フロスなどを形成するため
の機械混合技術によって混合することにより、ポリウレタン又はポリイソシアヌレートフ
ォームが容易に製造される。任意に、難燃剤、着色剤、補助発泡剤、及び更に他のポリオ
ールなどの他の成分を、混合ヘッド又は反応位置に第三の流れとして添加することができ
る。しかし、最も好ましくは、これらは全て上記の一つのＢ成分中に導入する。
【０１３９】
　[00136]また、本発明の組成物を用いて熱可塑性フォームを製造することもできる。例
えば、通常のポリスチレン及びポリエチレン配合物を通常の方法で組成物と混合して硬質
フォームを製造することができる。
【０１４０】
　３．洗浄方法：
　[00137]本発明はまた、物品に本発明の組成物を適用することによって、製品、部材、
部品、基材、又は任意の他の物品又はその一部から汚染物質を除去する方法を提供する。
便宜上の目的から、“物品”という用語は、本明細書においては、全てのかかる製品、部
材、部品、基材などを指すように用いられ、また更には、任意の表面又はその一部を指す
ように意図される。更に、“汚染物質”という用語は、物質が物品の上に意図的に置かれ
ている場合であっても、物品の上に存在する任意の望ましくない材料又は物質を指すよう
に意図されている。例えば、半導体デバイスの製造においては、基板の上にフォトレジス
ト材料を堆積させてエッチング工程のためのマスクを形成し、次いでフォトレジスト材料
を基板から除去するのが通常的である。ここで用いられる“汚染物質”という用語は、そ
のようなフォトレジスト材料をカバーし且つ包含するように意図される。
【０１４１】
　[00138]幾つかの好ましい方法においては、洗浄工程は、改造及び／又は再生のための
系を製造する工程に関連して、容器又は入れ物から潤滑剤のような材料をフラッシングす
る工程を含む。かかる方法は、幾つかの態様においては、冷却又は空調システムのような
既存の熱伝達システムにおいて、古い冷媒を新しい冷媒に更新又は置換し、そして本発明
の組成物を方法の一部として用いてシステムをフラッシングして、特にかかるシステム内
に存在するこれまで用いられていた潤滑剤の少なくとも一部、好ましくは実質的に全部を
除去することに関する。
【０１４２】
　[00139]本発明の好ましい方法は、本組成物を物品に適用することを含む。多くの様々
な洗浄方法において本発明の組成物を良好に用いることができると意図されるが、本組成
物を超臨界洗浄法に関して用いるのが特に有利であると考えられる。超臨界洗浄は米国特
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許第６，５８９，３５５号に開示されていて、これは本発明の譲受人に譲渡されたが、こ
の特許は本明細書中に参考文献として援用される。超臨界洗浄用途のためには、幾つかの
態様においては、ＨＦＣＯ－１２３３に加えて、ＨＦＯ－１２３４（好ましくは、シス－
ＨＦＯ－１２３４ｚｅ、トランス－ＨＦＯ－１２３４ｚｅ、ＨＦＯ－１２３４ｙｆ、ＨＦ
Ｏ－１２３４ｙｃ、ＨＦＯ－１２３４ｚｃ、ＨＦＯ－１２３４ｙｅ（Ｅ）、及びＨＦＯ－
１２３４ｙｅ（Ｚ）の任意の１以上）、ＣＯ２、及び超臨界洗浄用途に関して用いること
が公知の他の追加の成分などの１以上の追加の成分を本洗浄組成物中に含めるのが好まし
い。また、幾つかの態様においては、特定の蒸気脱脂法や溶剤洗浄法に関連して本洗浄組
成物を用いることが可能で且つ望ましい可能性もある。
【０１４３】
　４．可燃性低減方法：
　[00140]幾つかの他の好ましい態様によれば、本発明は、流体に本発明の化合物又は組
成物を添加することを含む、流体の可燃性を低減するための方法を提供する。任意の広範
囲の可燃性流体に関する可燃性を、本発明に従って低減させることができる。例えば、エ
チレンオキシド、可燃性ハイドロフルオロカーボン、及び炭化水素、例えばＨＦＣ－１５
２ａ、１，１，１－トリフルオロエタン（ＨＦＣ－１４３ａ）、ジフルオロメタン（ＨＦ
Ｃ－３２）、プロパン、ヘキサン、オクタンなどのような流体に関する可燃性を、本発明
に従って低減させることができる。本発明の目的に関して、可燃性流体とは、例えばＡＳ
ＴＭ－Ｅ－６８１などのような任意の標準的なで通常の試験方法によって測定して空気中
で可燃性範囲を示す任意の流体であってよい。
【０１４４】
　[00141]本発明に従って流体の可燃性を低減するために、任意の好適な量の本化合物又
は組成物を添加することができる。当業者に認識されるように、添加する量は、少なくと
も一部は、対象流体の可燃性の程度、及びその可燃性を低減することが所望されている程
度に依存するだろう。幾つかの好ましい態様においては、可燃性流体に添加される化合物
又は組成物の量は、得られる流体を実質的に不燃性にするのに有効な量である。
【０１４５】
　５．炎抑制方法：
　[00142]本発明は更に、炎を本発明の化合物又は組成物を含む流体と接触させることを
含む炎抑制方法を提供する。炎を本組成物と接触させるための任意の好適な方法を用いる
ことができる。例えば、本発明の組成物を炎の上に噴霧したり、注ぐなどすることができ
、あるいは炎の少なくとも一部を組成物中に浸漬させることができる。ここでの教示を考
慮して、当業者であれば、種々の通常の炎抑制装置及び方法を本発明において用いるよう
に容易に適用させることができるだろう。
【０１４６】
　６．滅菌方法：
　[00143]特に医療分野で用いるための多くの物品、装置、及び材料は、患者や病院職員
の健康と安全などの健康上と安全上の理由のために、使用する前に滅菌しなければならな
い。本発明は、滅菌すべき物品、装置又は材料を、１種類以上の滅菌剤と組み合わせた、
ここで記載する１種類以上のＨＦＣＯ－１２３３化合物を含む本発明の化合物又は組成物
と接触させることを含む滅菌方法を提供する。当該技術において多くの滅菌剤が知られて
いて、本発明に関して用いるように適合させることができると考えられるが、幾つかの好
ましい態様においては、滅菌剤は、エチレンオキシド、ホルムアルデヒド、過酸化水素、
二酸化塩素、オゾン、及びこれらの組み合わせを含む。幾つかの態様においては、エチレ
ンオキシドが好ましい滅菌剤である。本明細書に含まれる教示に鑑みて、当業者であれば
、本滅菌組成物及び方法に関して用いられるべき滅菌剤と１種類又は複数の本化合物との
相対的な割合を容易に決定することができるだろう。そしてそのような割合の全ての範囲
が本発明の広い範囲に含まれる。当業者には知られているように、エチレンオキシドなど
の幾つかの滅菌剤は比較的可燃性の成分であるが、本発明による１種類又は複数の化合物
は、組成物中に存在する他の成分と共に、滅菌組成物の可燃性を許容可能なレベルまで低
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減させるのに有効な量で本組成物中に含まれる。
【０１４７】
　[00144]本発明の滅菌方法は高温又は低温の滅菌のいずれでもよいが、本発明方法は、
約２５０°Ｆ～約２７０°Ｆの温度において、好ましくは実質的に密閉された室内で本発
明の化合物又は組成物を使用することを含む。このプロセスは通常、約２時間未満で完了
させることができる。しかし、プラスチック物品や電気部品などの幾つかの物品はそのよ
うな高温に耐えることができず、低温の滅菌を必要とする。低温滅菌方法においては、滅
菌されるべき物品は、ほぼ室温乃至約２００°Ｆの温度、より好ましくはほぼ室温乃至約
１００°Ｆの温度において、本発明の組成物を含む流体に曝露する。
【０１４８】
　[00145]本発明の低温滅菌は、好ましくは、実質的に密閉され、好ましくは気密の室内
で行なう少なくとも二工程のプロセスである。第一工程（滅菌工程）においては、洗浄し
て気体透過性の袋の中に被包した物品を室内に配置する。次いで、真空に引き、及び場合
によっては空気を水蒸気で置換することによって、室から空気を排出する。幾つかの態様
においては、室中に水蒸気を注入して、好ましくは約３０％～約７０％の範囲の相対湿度
を達成することが好ましい。そのような湿度は、所望の相対湿度が達成された後に室中に
導入される滅菌剤の滅菌効果を最大にすることができる。滅菌剤が被包を透過して物品の
隙間に到達するのに十分な一定の時間の後、滅菌剤と水蒸気を室から排出する。
【０１４９】
　[00146]プロセスの好ましい第二工程（通気工程）においては、物品を通気して滅菌剤
残留物を除去する。そのような残留物を除去することは、毒性の滅菌剤の場合に特に重要
であるが、実質的に非毒性の本発明の化合物を用いる場合には、この工程は任意である。
典型的な通気プロセスには、空気洗浄、連続通気、及びこれら二つの組み合わせが含まれ
る。空気洗浄はバッチプロセスであり、通常は室を比較的短い時間（例えば１２分間）排
気し、次いで室中に空気を大気圧以上で導入することを含む。このサイクルは、滅菌剤の
所望の除去が達成されるまで任意の回数繰り返す。連続通気は、典型的には、室の一方の
側の入口を通して空気を導入し、次いで、出口にわずかな真空を適用することによって、
室の他方の側の出口を通して空気を抜き出すことを含む。しばしば、これら二つの方法を
組み合わせる。例えば、一般的なやり方は、空気洗浄を行い、次いで通気サイクルを行う
ことを含む。
【０１５０】
　７．超臨界方法：
　[00147]一般に、本明細書で説明する使用及び方法の多くは、本組成物を超臨界又は近
超臨界状態で使用して実行することが可能であると企図している。例えば、特に、アルカ
ロイド（一般的に植物源に由来する）、例えば、カフェイン、コデイン、及びパパベリン
のような物質、一般に触媒として有用であるメタロセンなどの有機金属材料、ならびに、
ジャスモンなどの芳香料及び香味料に関連する使用のために、本明細書中に述べる溶媒及
び溶媒抽出用途で本組成物を利用することができる。
【０１５１】
　[00148]本組成物は、好ましくは、それらの超臨界又は近超臨界状態で、固体担体上に
触媒、特に有機金属触媒を堆積させることを含む方法と関連して使用することができる。
１つの好ましい態様においては、これらの方法は、好ましくは、超臨界又は近超臨界状態
でかかる触媒粒子を本組成物から沈殿させることによって微粉砕触媒粒子を生成させる工
程を含む。幾つかの好ましい態様においては、本方法にしたがって製造される触媒は優れ
た活性を示すことが予想される。
【０１５２】
　[00149]また、本明細書中に説明する幾つかのＭＤＩ方法及びデバイスは、微粉砕形態
の薬剤を利用してもよいことが企図されており、かかる状況においては、本発明は、好ま
しくは、好ましくは超臨界又は近超臨界状態の本組成物中にかかる粒子を溶解することに
よって、アルブテロールなどの微粉砕薬剤粒子を本流体中に導入する工程を含む方法を提
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供することが企図されている。本流体が超臨界又は近超臨界状態であるときに材料の溶解
性が比較的低い場合には、アルコールなどの添加溶剤を使用することが好ましい場合があ
る。
【０１５３】
　[00150]また、超臨界又は近超臨界状態の本組成物は、回路基板並びに他の電子材料及
び物品を清浄化するために使用することができる。
　[00151]幾つかの材料は、特に超臨界又は近超臨界状態にある場合には、本組成物中で
非常に限定された溶解度を有する可能性がある。かかる状況に関しては、二酸化炭素など
の別の超臨界又は近超臨界溶媒中の溶液からかかる低溶解性溶質を沈殿させるための反溶
媒として本組成物を使用することができる。例えば、熱可塑性フォームの押出プロセスに
おいては超臨界二酸化炭素がしばしば用いられ、そして本組成物はその中に含まれる幾つ
かの材料を沈殿させるために使用することができる。
【０１５４】
　[00152]また、幾つかの態様においては、超臨界又は近超臨界状態の本組成物を発泡剤
として利用することも望ましい可能性があると意図される。
　[00153]また、本方法及びシステムは、本発明による発泡剤を含有する一成分フォーム
、好ましくはポリウレタンフォームを形成することも含む。幾つかの好ましい態様におい
ては、好ましくは、容器内の圧力において液体であるフォーム形成剤中に溶解させること
により、発泡剤の一部をフォーム形成剤中に含ませ、発泡剤の第二の部分を別の気相とし
て存在させる。かかる系においては、含有され／溶解される発泡剤は、大部分がフォーム
を膨張させるように機能し、別の気相はフォーム形成剤に対して推進力を付与するように
機能する。かかる一成分系は、典型的かつ好ましくは、エアゾールタイプの缶などの容器
中に収容され、これゆえに本発明の発泡剤は、好ましくは、フォームの膨張、及び／又は
フォーム／発泡性材料をパッケージから移送するためのエネルギー、及び好ましくはその
両方を提供する。幾つかの態様においては、かかるシステム及び方法は、完全に配合され
た系（好ましくは、イソシアネート／ポリオール系）をパッケージに充填し、本発明によ
る気体発泡剤をパッケージ、好ましくはエアゾールタイプの缶の中に導入することを含む
。
【０１５５】
　[00154]参照により本明細書中に援用する"Polyurethanes Chemistry and Technology,"
 Volumes I and II, Saunders and Frisch, 1962, John Wiley and Sons, New York, NY
において説明されているものなどの当該技術において周知の任意の方法を、本発明のフォ
ーム形成の態様にしたがって使用するか又は使用するように適合させることができる。
【０１５６】
　[00155]また、幾つかの態様においては、本組成物を超臨界又は近超臨界状態で発泡剤
として利用することが望ましい可能性があることも意図される。
　８．フォーム：
　[00156]本発明は、本発明の組成物を含む発泡剤を含むポリマーフォーム配合物から製
造されるあらゆるフォーム（独立気泡フォーム、連続気泡フォーム、硬質フォーム、軟質
フォーム、スキン層付きフォーム等を含むが、これらに限定されない）に関する。本出願
人らは、フォーム、特に本発明によるポリウレタンフォームのような熱硬化性フォームの
一つの利点は、好ましくは熱硬化性フォームの態様と関連して、特にそして好ましくは低
温条件下で例えばＫ－ファクター又はラムダにより測定することのできる、非常にすぐれ
た熱特性を達成できる能力であることを見出した。本フォーム、特に本発明の熱硬化性フ
ォームは、広範囲の用途において用いることができると意図されているが、幾つかの好ま
しい態様において、本発明は、冷蔵庫用フォーム、冷凍庫用フォーム、冷蔵庫/冷凍庫用
フォーム、パネル用フォーム、及び他の低温又は極低温製造用途を含む本発明による電気
器具用フォームを含む。
【０１５７】
　[00157]幾つかの好ましい態様においては、本発明によるフォームは、全て本発明の好
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断熱効率（特に熱硬化性フォームに関して）、寸法安定性、圧縮強さ、断熱特性の経時変
化を含む１つ以上の非常にすぐれた特徴、性質、及び／又は特性を提供する。幾つかの非
常に好ましい態様においては、本発明は、同じ発泡剤（又は通常用いられる発泡剤である
ＨＦＣ－２４５ｆａ）を同じ量で用いるが、本発明による式Ｉの化合物を用いずに製造さ
れるフォームに比べて改善された熱伝導性を示すフォーム物品に形成されるフォームを含
む熱硬化性フォームを提供する。幾つかの非常に好ましい態様においては、本発明の熱硬
化性フォーム、好ましくはポリウレタンフォームは、４０°Ｆにおいて約０．１４以下、
より好ましくは０．１３５以下、そして更により好ましくは０．１３以下のＫ－ファクタ
ー（ＢＴＵ・ｉｎ／ｈｒ・ｆｔ２・°Ｆ）を示す。更に、幾つかの態様においては、本発
明の熱硬化性フォーム、好ましくはポリウレタンフォームは、７５°Ｆにおいて約０．１
６以下、より好ましくは０．１５以下、そして更により好ましくは０．１４５以下のＫ－
ファクター（ＢＴＵ・ｉｎ／ｈｒ・ｆｔ２・°Ｆ）を示す。
【０１５８】
　[00158]他の好ましい態様においては、本フォームは、本発明の範囲外の発泡剤を用い
て製造されるフォームと比べて改善された機械特性を示す。例えば、本発明の幾つかの好
ましい態様は、実質的に同一の条件の下でシクロペンタンより成る発泡剤を使用すること
により製造されるフォームよりも優れており、好ましくは少なくとも相対的に約１０％、
更により好ましくは少なくとも相対的に約１５％大きな圧縮強さを有するフォーム及びフ
ォーム物品を提供する。更に、本発明にしたがって製造されるフォームは、発泡剤がＨＦ
Ｃ－２４５ｆａより成ることを除いて実質的に同様の条件の下でフォームを製造すること
により生成する圧縮強さに商業ベースで匹敵する圧縮強さを有することが好ましい。幾つ
かの好ましい態様においては、本発明のフォームは、少なくとも約１２．５％の降伏（平
行方向及び垂直方向）、更により好ましくは前記のそれぞれの方向において少なくとも少
なくとも約１３％の降伏の圧縮強さを示す。
【実施例】
【０１５９】
　[00159]以下の実施例は本発明を例証する目的で提示されるが、本発明の範囲を限定す
るものではない。
　[00160]実施例１：
　[00161]成績係数（ＣＯＰ）は、一般に認められている冷媒性能の尺度であり、冷媒の
蒸発又は凝縮を含む特定の加熱又は冷却サイクルにおける冷媒の相対的な熱力学的効率を
表わすのに特に有用である。冷却工学においては、この用語は、蒸気を圧縮する際に圧縮
機によって加えられたエネルギーに対する有用な冷却の比率を表わす。冷媒の能力は冷媒
が与える冷却又は加熱の量を表わし、それは、所定の体積流量の冷媒に対して所定量の熱
を供給する圧縮機の能力の幾つかの尺度を与える。言い換えると、特定の圧縮機を仮定す
ると、より高い能力を有する冷媒はより大きな冷却力又は加熱力を与える。特定の操作条
件における冷媒のＣＯＰを評価するための一つの手段は、標準冷却サイクル分析法を用い
る冷媒の熱力学的特性からのものである（例えば、R.C. Downing, FLUOROCARBON REFRIGE
RANTS HANDBOOK, 3章, Prentice-Hall, 1988を参照されたい）。
【０１６０】
　[00162]約５０°Ｆの圧縮機入口温度を用いる見かけ上等エントロピーの圧縮の下で、
凝縮器の温度が約１５０°Ｆであり、蒸発器の温度が約－３５°Ｆである冷却／空調サイ
クルシステムを与えた。下表１に示す化合物から実質的になる組成物に関して、一定範囲
の凝縮器及び蒸発器温度にわたってＣＯＰを測定し、それぞれがＣＯＰ、能力、及び排出
温度の運転可能な値を有することが分かった。
【０１６１】
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【０１６２】
　[00163]この実施例は、本組成物と共に用いるために好ましい幾つかの化合物はそれぞ
れ運転可能なエネルギー効率を有し、本冷媒組成物を用いる圧縮機は運転可能な排出温度
を生成することを示す。
【０１６３】
　[00164]実施例２：
　[00165]表１に示す化合物のそれぞれを含む冷媒組成物と種々の冷却潤滑剤との混和性
を試験した。試験した潤滑剤は、鉱油（Ｃ３）、アルキルベンゼン（Zerol 150）、エス
テル油（Mobil EAL 22cc及びSolest 120）、ポリアルキレングリコール（ＰＡＧ）油（１
３４ａ系のためのGoodwrench冷却油）、及びポリ（α－オレフィン）油（CP-6005-100）
であった。それぞれの冷媒／オイルの組み合わせについて、３つの組成物、すなわち、５
、２０及び５０重量パーセントの潤滑剤と、各々の残りが試験する本発明の化合物である
組成物を試験した。
【０１６４】
　[00166]潤滑剤組成物を肉厚のガラス管内に配置した。管を排気し、本発明による冷媒
化合物を添加し、次いで管を密閉した。次いで、管を空気浴雰囲気室内に配置した。室の
温度は約－５０℃から７０℃に変化させた。およそ１０℃の間隔で、一つ以上の液相の存
在について、管の内容物の目視観察を行った。混合物は許容できるレベルの混和性を有し
ていることが分かった。
【０１６５】
　[00167]実施例３－ポリオールフォーム：
　[00168]本実施例は、本発明の１つの好ましい態様による発泡剤の使用、すなわち上表
１に示すそれぞれの化合物の使用、及び本発明によるポリオールフォームの製造のために
それを使用することを示す。ポリオールフォーム配合物の成分は下表２にしたがって製造
した。
【０１６６】
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【表６】

【０１６７】
　フォームは、発泡剤を添加せずに、まずその成分を混合することによって製造した。二
つのフィッシャー・ポーター管に、それぞれ、約５２.６グラムの（発泡剤を含まない）
ポリオール混合物を充填し、密閉し、冷蔵庫の中に配置して冷却してわずかな真空を形成
した。ガスビュレットを用いて、約１７.４グラムの表１のＨＦＣＯ－１２３３化合物の
各々を各々の管に添加し、次いで温水中の超音波浴中に管を配置して、３０分間放置した
。約８７.９グラムのイソシアネート混合物を金属容器中に配置し、冷蔵庫内に配置して
約５０°Ｆまで冷却した。次いで、ポリオール管を開放し、金属混合容器中に秤量投入し
た（約１００グラムのポリオールブレンドを用いた）。次いで、冷却した金属容器からの
イソシアネートをすぐにポリオールの中に注ぎ入れ、二重プロペラを有するエアミキサー
を用いて３０００ＲＰＭで１０秒間混合した。このブレンドは、撹拌するとすぐに泡立ち
始め、次いでこれを８×８×４インチの箱の中に注ぎ入れ、発泡させた。次いで、フォー
ムを室温において二日間硬化させた。次いで、フォームを、物理特性を測定するのに好適
な試料に切断し、許容できる密度及びＫ－ファクターを有することが分かった。
【０１６８】
　[00169]実施例４－ポリスチレンフォーム：
　[00170]本実施例は、本発明の二つの好ましい態様による発泡剤の使用、すなわち本明
細書に記載のＨＦＣＯ－１２３３化合物のそれぞれをポリスチレンフォームを製造するた
めの発泡剤として使用することを示す。試験装置及び試験手順は、特定の発泡剤及びポリ
マーがフォームを製造することができるか否か、及びそのフォームの性質を決定すること
を助けるものとして定めた。粉砕したポリマー（Dowポリスチレン685D）及び本質的に本
明細書に記載のそれぞれのＨＦＣＯ－１２３３化合物からなる発泡剤を容器内で配合した
。容器の略図を下記に示す。容器の容積は２００ｃｍ３で、それは二つのパイプフランジ
、及び直径２インチで長さ４インチのスケジュール４０ステンレス鋼パイプの部分から構
成されていた。容器をオーブン内に配置し、温度を約１９０°Ｆ～約２８５°Ｆ、好まし
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くはポリスチレンについては２６５°Ｆに設定し、そこで温度平衡に達するまで保持した
。
【０１６９】
【化１】

【０１７０】
　次いで、容器内の圧力を開放すると、発泡したポリマーが直ちに生成した。発泡剤は、
それがポリマー中に溶解するとポリマーを可塑化する。この方法を用いてこのように製造
された二つのフォームの得られた密度を測定したところ、許容しうることが分かった。
【０１７１】
　[00171]実施例５Ａ－ポリスチレンフォーム：
　[00172]この実施例は、二軸タイプの押出機内で形成されるポリスチレンフォームのた
めの発泡剤としての本明細書に記載のＨＦＣＯ－１２３３化合物のそれぞれ単独の性能を
示す。この実施例において使用する装置は、以下の特徴を有するLeistritz二軸押出機で
あった。
【０１７２】
　３０ｍｍ共回転スクリュー；
　Ｌ：Ｄ比＝４０：１。
　押出機は１０のセクションに分割され、各々が４：１のＬ：Ｄを示していた。ポリスチ
レン樹脂を第一セクション中に導入し、発泡剤は第六セクション中に導入し、押出物は第
十セクションから排出した。押出機は、主として溶融／混合押出機として運転した。次段
の冷却押出機はタンデムに接続し、その設計特徴は、次の通りであった。
【０１７３】
　Leistritz二軸押出機；
　４０ｍｍ共回転スクリュー；
　Ｌ：Ｄ比＝４０：１；
　ダイ：５．０ｍｍ環状。
【０１７４】
　ポリスチレン樹脂、すなわち、Nova 1600と示されるNova Chemicalの一般的な押出等級
のポリスチレンを、上記に示す条件下で押出機に供給した。この樹脂は、３７５°Ｆ～５
２５°Ｆの推奨溶融温度を有していた。ダイにおける押出機の圧力は約１３２０ポンド／
平方インチ（ｐｓｉ）であり、ダイにおける温度は約１１５℃であった。本明細書に記載
のＨＦＣＯ－１２３３化合物のそれぞれから本質的になる発泡剤を、上記に示す位置で押
出機に添加し、成核剤として全発泡剤を基準として約０．５重量％のタルクを含ませた。
１０重量％、１２重量％、及び１４重量％の濃度の本発明による発泡剤を用いてフォーム
を製造した。製造されたフォームの密度は約０．１グラム／ｃｍ３～０．０７グラム／ｃ
ｍ３の範囲であり、約４９～約６８ミクロンの気泡径を有していた。およそ３０ｍｍ径の
フォームは視覚的に非常に良好な品質であり、非常に細かい気泡径であり、目に見えるか
又は明らかなブローホール又は空隙は無かった。
【０１７５】
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　[00173]実施例５Ｂ－ポリスチレンフォーム：
　[00174]発泡剤が、約５０重量％の本明細書に記載のＨＦＣＯ－１２３３化合物のそれ
ぞれ、及び５０重量％のＨＦＣ－２４５ｆａ、並びに実施例５に示す濃度の成核剤を含む
ことを除いては、実施例５Ｃの手順を繰り返した。およそ１０％及び１２％の発泡剤濃度
において発泡ポリスチレンを製造した。製造されたフォームの密度は約０．０９グラム／
ｃｍ３であり、約２００ミクロンの気泡径を有していた。およそ３０ｍｍ径のフォームは
視覚的に非常に良好な品質であり、細かい気泡構造であり、目に見えるか又は明らかな空
隙は無かった。
【０１７６】
　[00175]実施例５Ｃ－ポリスチレンフォーム：
　[00176]発泡剤が、約８０％の本明細書に記載のＨＦＣＯ－１２３３化合物のそれぞれ
、及び２０重量％のＨＦＣ－２４５ｆａ、並びに実施例５に示す濃度の成核剤を含むこと
を除いては、実施例５のこの手順を繰り返した。およそ１０％及び１２％の発泡剤濃度に
おいて発泡ポリスチレンを製造した。製造されたフォームの密度は約０．０８グラム／ｃ
ｍ３であり、約１２０ミクロンの気泡径を有していた。およそ３０ｍｍ径のフォームは視
覚的に非常に良好な品質であり、細かい気泡構造であり、目に見えるか又は明らかな空隙
は無かった。
【０１７７】
　[00177]実施例５Ｄ－ポリスチレンフォーム：
　[00178]成核剤を除外したことを除いては、本明細書に記載のＨＦＣＯ－１２３３化合
物のそれぞれを単独で用いて実施例５の手順を繰り返した。フォームの密度は０．１グラ
ム／ｃｍ３の範囲であり、気泡径は約４００であった。およそ３０ｍｍ径のフォームは視
覚的に非常に良好な品質であり、細かい気泡構造であり、目に見えるか又は明らかな空隙
は無かった。
【０１７８】
　[00179]実施例６－ポリウレタンフォーム：
　[00180]この実施例は、炭化水素共発泡剤と組み合わせて用いた本明細書に記載のＨＦ
ＣＯ－１２３３化合物のそれぞれの性能、特に許容しうる圧縮強度特性を有するポリウレ
タンフォームを製造するための本明細書に記載のＨＦＣＯ－１２３３化合物それぞれ単独
及びシクロペンタン共発泡剤を含む組成物の有用性を示す。
【０１７９】
　[00181]商業的に入手可能な冷却機器タイプのポリウレタンフォーム配合物（フォーム
形成剤）を与えた。ポリオールブレンドは、商業的なポリオール（単数又は複数）、触媒
（単数又は複数）、及び界面活性剤（単数又は複数）から構成されていた。この配合物は
、気体発泡剤に関して使用するのに適している。標準的な商業的ポリウレタン加工装置を
フォーム形成プロセスのために使用した。全発泡剤のおよそ６０モル％の濃度の本明細書
に記載のＨＦＣＯ－１２３３化合物のそれぞれ、及びおよそ４０モル％の濃度のシクロペ
ンタンを含む気体発泡剤配合物を形成した。この実施例は、本明細書に記載のＨＦＣＯ－
１２３３化合物のそれぞれをシクロペンタン共発泡剤と組み合わせた配合物の圧縮強さ及
びＫ－ファクター性能などの許容しうる物理特性の性能を示す。
【０１８０】
　[00182]実施例７－ポリウレタンフォームＫ－ファクター：
　[00183]この実施例は、本明細書に記載のＨＦＣＯ－１２３３化合物のそれぞれを上記
に記載のＨＦＣ共発泡剤のそれぞれと組み合わせて含む発泡剤の、ポリウレタンフォーム
の製造に関連する性能を示す。発泡剤を除いて、実施例５及び６において使用したのと同
じフォーム配合物、装置、及び手順を使用した。全発泡剤のおよそ８０重量％の濃度の本
明細書に記載のＨＦＣＯ－１２３３化合物のそれぞれ、及び全発泡剤のおよそ２０重量％
の濃度の上記記載のＨＦＣ共発泡剤のそれぞれを含む発泡剤を製造した。次いで、この発
泡剤を用いてフォームを形成し、フォームのＫ－ファクターを測定したところ、許容でき
ることが分かった。
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【０１８１】
　[00184]実施例８－ポリウレタンフォームＫ－ファクター：
　[00185]実施例５及び６と同じポリオール配合物及びイソシアネートを用いて更なる実
験を行った。フォームは手作業の混合で製造した。発泡剤は、実施例５及び６における発
泡剤とほぼ同等の発泡性組成物のモルパーセントで、本明細書に記載のＨＦＣＯ－１２３
３化合物のそれぞれによる化合物から構成されていた。許容しうるフォームが形成された
。
【０１８２】
　[00186]実施例９－ポリウレタンフォームＫ－ファクター：
　[00187]実施例５及び６と同じポリオール配合物及びイソシアネートを用いて更なる実
験を行った。フォームは手作業の混合で製造した。一連の発泡剤は、本明細書に記載のＨ
ＦＣＯ－１２３３化合物のそれぞれと、メタノール、プロパノール、イソプロパノール、
ブタノール、イソブタノール、及びｔ－ブタノールとの５０：５０のモル比の組み合わせ
からなり、それぞれの組合せは、実施例５及び６における発泡剤とほぼ同等の発泡性組成
物のモルパーセントで、発泡剤組成物中に存在していた。それぞれの場合において、許容
しうるフォームが形成された。
【０１８３】
　[00188]実施例１０－ポリウレタンフォームＫ－ファクター：
　[00189]実施例５及び６と同じポリオール配合物及びイソシアネートを用いて更なる実
験を行った。フォームは手作業の混合で製造した。一連の発泡剤は、本明細書に記載のＨ
ＦＣＯ－１２３３化合物のそれぞれ、及び以下の追加の化合物：イソペンタン、ｎ－ペン
タン、及びシクロペンタンのそれぞれの組合せからなっていた。２５：７５、５０：５０
、及び７５：２５のＨＦＣＯ－１２３３：追加の化合物のモル比でそれぞれの追加の化合
物と組み合わせて３種類の発泡剤を形成した。それぞれの発泡剤組成物は、実施例５及び
６における発泡剤とほぼ同等の発泡性組成物のモルパーセントで存在していた。それぞれ
の場合において許容しうるフォームが形成された。
【０１８４】
　[00190]実施例１１－ポリウレタンフォームＫ－ファクター：
　[00191]実施例５及び６と同じポリオール配合物及びイソシアネートを用いて更なる実
験を行った。フォームは手作業の混合で製造した。一連の発泡剤は、本明細書に記載のＨ
ＦＣＯ－１２３３化合物のそれぞれ、及び以下の追加の化合物：水及びＣＯ２のそれぞれ
の組み合わせからなっていた。２５：７５、５０：５０、及び７５：２５のＨＦＣＯ－１
２３３：追加の化合物のモル比でそれぞれの追加の化合物と組み合わせて３種類の発泡剤
を形成した。それぞれの発泡剤組成物は、実施例５及び６における発泡剤とほぼ同等の発
泡性組成物のモルパーセントで存在していた。それぞれの場合において許容しうるフォー
ムが形成された。
【０１８５】
　[00192]実施例１２－ポリウレタンフォームＫ－ファクター：
　[00193]実施例５及び６と同じポリオール配合物及びイソシアネートを用いて更なる実
験を行った。フォームは手作業の混合で製造した。一連の発泡剤は、本明細書に記載のＨ
ＦＣＯ－１２３３化合物のそれぞれ、及び５０：５０のモル比でそれぞれのＨＦＣＯ－１
２３３と組み合わせた、ＨＦＯ－１２３４ｙｅ－トランス（Ｅ）（１５℃の沸点を有する
）及びＨＦＯ－１２３４ｙｅ－シス（Ｚ）（２４℃の沸点を有する）のそれぞれの組合せ
からなっており、それぞれの組合せは、実施例５及び６における発泡剤とほぼ同等の発泡
性組成物のモルパーセントで発泡剤組成物中に存在していた。それぞれの場合において許
容しうるフォームが形成された。
【０１８６】
　[00194]実施例１３－ポリウレタンフォームＫ－ファクター：
　[00195]実施例５及び６と同じポリオール配合物及びイソシアネートを用いて更なる実
験を行った。フォームは手作業の混合で製造した。一連の発泡剤は、７５：２５のＨＦＣ
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Ｏ－１２３３：トランス－１，２－ジクロロエチレンのモル比の、本明細書に記載のＨＦ
ＣＯ－１２３３化合物のそれぞれ、及びトランス－１，２－ジクロロエチレンの組合せか
らなっており、発泡剤組成物は、実施例５及び６における発泡剤とほぼ同等の発泡性組成
物のモルパーセントであった。許容しうるフォームが形成された。
【０１８７】
　[00196]実施例１４－ポリウレタンフォームＫ－ファクター：
　[00197]実施例９と同じポリオール配合物及びイソシアネートを用いて更なる実験を行
った。フォームは手作業の混合で製造した。発泡剤は、７５：２５のモル比の本明細書に
記載のＨＦＣＯ－１２３３化合物のそれぞれ及びギ酸メチルの組合せからなっており、こ
の組合せは、実施例５及び６における発泡剤とほぼ同等の発泡性組成物のモルパーセント
で発泡剤組成物中に存在していた。それぞれの場合において許容しうるフォームが形成さ
れた。
【０１８８】
　[00198]実施例１５－ケイ素溶媒：
　[00199]本明細書に記載のＨＦＣＯ－１２３３化合物のそれぞれからなるそれぞれの組
成物を用いて一連の組成物を製造した。それぞれの組成物をガラス容器に移した。ケイ素
潤滑剤、特に、高粘度（１２，５００ｃＰ）シリコーン油を組成物に約１０重量％の濃度
まで添加した。これにより、均一な単一相の溶液が得られ、ＨＦＣＯ－１２３３化合物の
それぞれがシリコーンベースの潤滑油を溶解することが示された。
【０１８９】
　[00200]実施例１６－ＨＦＣＯ－１２３３／トランス－１，２－ジクロロエチレン：
　[00201]２５：７５及び５０：５０のＨＦＣＯ－１２３３：トランス－１，２－ジクロ
ロエチレンの重量比の本明細書に記載のＨＦＣＯ－１２３３化合物のそれぞれ及びトラン
ス－１，２－ジクロロエチレンからなるそれぞれの組成物を用いて一連の組成物を製造し
た。次に、それぞれの組合せをガラス容器に加えた。ケイ素潤滑剤、特に、高粘度（１２
，５００ｃＰ）シリコーン油をそれぞれの溶媒に約１０重量％の濃度まで添加した。これ
により、均一な単一相の溶液が得られ、この組合せがシリコーン油を溶解することが示さ
れた。
【０１９０】
　[00202]実施例１７－洗浄剤：
　[00203]金属試験片を、ロジンベースのはんだフラックスで被覆し、乾燥させた。試験
片を秤量し、次いで本明細書に記載のＨＦＣＯ－１２３３化合物のそれぞれからなる一連
の組成物中に浸漬した。試験片を取り出し、乾燥させ、再秤量して、どれだけのはんだフ
ラックスが除去されたかを測定した。２回の実験で、平均で２５重量％のフラックスが除
去された。
【０１９１】
　[00204]実施例１８－洗浄剤としてのＨＦＣＯ－１２３３／メタノール：
　[00205]金属試験片を、ロジンベースのはんだフラックスで被覆し、乾燥させた。試験
片を秤量し、次いで、約１重量％、約２重量％、約３重量％、約５重量％、及び約１０重
量％などの約１重量％～約１０重量％（更により好ましくは約１重量％～約５重量％）の
範囲の幾つかの異なる濃度の、本明細書に記載のＨＦＣＯ－１２３３化合物のそれぞれ及
びメタノールからなる一連の組成物中に浸漬した。試験片を取り出し、乾燥させ、再秤量
して、どれだけのはんだフラックスが除去されたかを測定した。２回の実験で、フラック
スが除去された。
【０１９２】
　[00206]実施例１９－抽出剤：
　[00207]薬剤、特に抗マラリア薬である植物由来のアルテミシニンをクソニンジンの植
物から抽出した。アルテミシニンの試料をバイアル中に秤量投入した。本明細書に記載の
ＨＦＣＯ－１２３３化合物のそれぞれからなる一連の組成物を、アルテミシニンが溶解す
るまでバイアルに添加した。結果は、薬剤、特にアルテミシニンなどの植物由来の薬剤は
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本明細書に記載のＨＦＣＯ－１２３３化合物のそれぞれの中に可溶であることを示し、こ
れによりかかる化合物を使用してバイオマスから薬剤を抽出できることが示された。
【０１９３】
　[00208]実施例２０－溶媒－鉱油：
　[00209]炭化水素潤滑剤、具体的には鉱油を、それぞれ、およそ９８：２の重量比、お
よそ９６：４の重量比の本明細書に記載のＨＦＣＯ－１２３３化合物のそれぞれ及びメタ
ノール、並びにおよそ９２：２：６の重量比のＨＦＣＯ－１２３３／メタノール／ペンタ
ンからなる一連の組成物を含むバイアルに添加した。すべての場合において、１０重量％
より高い鉱油濃度において均一な単一相の溶液が形成された。
【０１９４】
　[00210]実施例２１－エアゾール：
　[00211]本明細書に記載のＨＦＣＯ－１２３３化合物のそれぞれからなる一連の組成物
をエアゾール缶に添加し、エアゾール弁を適切な位置にかしめることにより缶を密閉し、
ＨＦＣ－１３４ａ噴射剤を、約１４重量％の１３４ａ及び約７６重量％のＨＦＣＯ－１２
３３の濃度まで添加することにより、噴霧可能なエアゾールを製造した。作動液を綿棒で
金属試験片に適用し、試験片を秤量した。ＨＦＣＯ－１２３３を含有するエアゾールのそ
れぞれを金属基材上に１０秒間噴霧した。試験片を乾燥させ、再秤量した。およそ６０重
量％の作動液が除去された。
【０１９５】
　[00212]実施例２２－溶媒－ＰＡＧ：
　[00213]合成潤滑剤、具体的にはポリアルキレングリコール（ＰＡＧ）潤滑剤、より具
体的には本質的に２以上のオキシプロピレン基からなり約３７℃で約１０～約２００セン
チストークスの粘度を有するＰＡＧ（出光興産によりND-8の商品名で販売されている）を
、本明細書に記載のＨＦＣＯ－１２３３化合物のそれぞれからなる一連の組成物を含有す
るバイアルに添加した。１０重量％より高いＰＡＧ濃度において均一な単一相の溶液が形
成された。合成潤滑剤ND-8の特性を下表に示す。
【０１９６】
【表７】

【０１９７】
　[00214]実施例２３－ＨＦＣＯ－１２３３及び共溶媒：
　[00215]上述の実施例２２に説明するＰＡＧ潤滑剤を、それぞれ、（ａ）およそ９８：
２のＨＦＣＯ：メタノールの重量比のメタノール、（ｂ）およそ９６：４のＨＦＣＯ：ペ
ンタンの重量比のペンタン、及び（ｃ）およそ９２：２：６のＨＦＣＯ：メタノール：ペ
ンタンの重量比のメタノール／ペンタンと組み合わせた上記に記載のＨＦＣＯ－１２３３
化合物のそれぞれを含有するバイアルに添加した。すべての場合において、１０重量％よ
り高いＰＡＧ油の濃度において均一な単一相の溶液が形成された。
【０１９８】
　[00216]実施例２４：
　[00217]この実施例は、冷媒組成物が上記に記載のＨＦＣＯ－１２３３化合物のそれぞ
れを含み、冷媒組成物の大きな割合、好ましくは少なくとも約７５重量％、更により好ま
しくは少なくとも約９０重量％がかかるＨＦＣＯ－１２３３化合物のそれぞれである本発
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明の一態様の性能を示す。より詳しくは、この実施例は、かかる組成物を冷却システムで
ある高温ヒートポンプ・有機ランキンサイクルシステムにおいて作動流体として使用する
例である。第一のシステムの例は、約３５°Ｆの蒸発温度及び約１５０°Ｆの凝縮温度を
有するものである。便宜のため、かかる熱伝達システム、すなわち、約３５°Ｆ～約５０
°Ｆの蒸発器温度、及び約８０°Ｆ～約１２０°ＦのＣＴを有するシステムを、本明細書
中において“冷凍機”又は“冷凍機ＡＣ”システムと呼ぶ。比較の目的のためにＲ－１２
３を用いたかかるシステムの各々の運転は、許容できることが分かった。
【０１９９】
　[00218]実施例２５：
　[00219]この実施例は、冷媒組成物が上記に記載のＨＦＣＯ－１２３３化合物のそれぞ
れを含み、組成物の大きな割合、好ましくは少なくとも約７５重量％、更により好ましく
は少なくとも約９０重量％が上記に記載のＨＦＣＯ－１２３３化合物のそれぞれを含む本
発明の一態様の性能を示す。より詳しくは、かかる組成物を、４種類の冷却システムにお
いてＨＦＣ－１３４ａの代替として使用した。第一のシステムは、約２０°Ｆの蒸発器温
度（ＥＴ）、及び約１３０°Ｆの凝縮器温度（ＣＴ）を有するものであった。便宜のため
、かかる熱伝達システム、すなわち、約０°Ｆ～約３５°ＦのＥＴ、及び約８０°Ｆ～約
１３０°ＦのＣＴを有するシステムを、本明細書中において“中温”システムと呼ぶ。第
二のシステムは、約－１０°ＦのＥＴ、及び約１１０°ＦのＣＴを有するものであった。
便宜のため、かかる熱伝達システム、すなわち、約－２０°Ｆ～約２０°Ｆの蒸発器温度
、及び約８０°Ｆ～約１３０°ＦのＣＴを有するシステムを、本明細書中において“冷却
機／冷凍機”システムと呼ぶ。第三のシステムは、約３５°ＦのＥＴ、及び約１５０°Ｆ
のＣＴを有するものであった。便宜のため、かかる熱伝達システム、すなわち、約３０°
Ｆ～約６０°Ｆの蒸発器温度、及び約９０°Ｆ～約２００°ＦのＣＴを有するシステムを
、本明細書中において“自動車用ＡＣ”システムと呼ぶ。第四のシステムは、約４０°Ｆ
のＥＴ、及び約６０°ＦのＣＴを有するものであった。便宜のため、かかる熱伝達システ
ム、すなわち、約３５°Ｆ～約５０°Ｆの蒸発器温度、及び約８０°Ｆ～約１２０°Ｆの
ＣＴを有するシステムを、本明細書中において“冷凍機”又は“冷凍機ＡＣ”システムと
呼ぶ。組成物のそれぞれを用いたかかるシステムのそれぞれの運転は、Ｒ－１３４ａと比
較して許容できることが分かった。
【０２００】
　[00220]上記の実施例に基づくと、重要な冷却システム性能パラメータの多くは、Ｒ－
１３４ａのような多くの従来用いられている冷媒に関するパラメータに比較的近接してい
る。多くの現存する冷却システムはＲ－１３４ａなどのこれらの冷媒、又は他の冷媒用に
設計されていることから、当業者は、システムに対する改造を比較的最小にして、Ｒ－１
３４ａ又は同様の冷媒に対する代替として用いることができる低ＧＷＰ及び／又は低オゾ
ン層破壊性の冷媒の実質的な利点を認識するだろう。幾つかの態様においては、本発明は
、現存するシステムにおける冷媒を、システムの実質的な修正なしに、本発明の組成物、
好ましくは少なくとも約９０重量％の上記に記載のＨＦＣＯ－１２３３化合物のそれぞれ
を含むか及び／又はこれから本質的になる組成物に置き換えることを含む、改造方法を提
供することが意図される。幾つかの好ましい態様においては、置換工程は、本発明の冷媒
を適応させるために、システムを実質的に再設計する必要がなく、装置の主要な部材を置
換する必要がないと意味で、ドロップイン置換である。
【手続補正書】
【提出日】平成24年5月9日(2012.5.9)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
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【請求項１】
　（ａ）トランスＣＦ３ＣＨ＝ＣＣｌＨ（１２３３ｚｄＥ）、シスＣＦ３ＣＨ＝ＣＣｌＨ
（１２３３ｚｄＺ）、トランスＣＨＦ２ＣＦ＝ＣＣｌＨ（１２３３ｙｄＥ）、シスＣＨＦ

２ＣＦ＝ＣＣｌＨ（１２３３ｙｄＺ）、トランスＣＨＦ２ＣＨ＝ＣＣｌＦ（１２３３ｚｂ
Ｅ）、シスＣＨＦ２ＣＨ＝ＣＣｌＦ（１２３３ｚｂＺ）、トランスＣＨＦ２ＣＣｌ＝ＣＨ
Ｆ（１２３３ｘｅＥ）、シスＣＨＦ２ＣＣｌ＝ＣＨＦ（１２３３ｘｅＺ）、ＣＨ２ＦＣＣ
ｌ＝ＣＦ２（１２３３ｘｃ）、トランスＣＨＦＣｌＣＦ＝ＣＦＨ（１２３３ｙｅＥ）、シ
スＣＨＦＣｌＣＦ＝ＣＦＨ（１２３３ｙｅＺ）、ＣＨ２ＣｌＣＦ＝ＣＦ２（１２３３ｙｃ
）、ＣＦ２ＣｌＣＦ＝ＣＨ２（１２３３ｘｆ）、及びこれらの２種以上の組合せからなる
群から選択される少なくとも１種類のモノクロロトリフルオロプロペン；及び
　（ｂ）Ｃ１～Ｃ４炭化水素、ハイドロフルオロカーボン（ＨＦＣ）、エーテル、アルコ
ール、アルデヒド、ケトン、ギ酸メチル、ギ酸、水、トランス－１，２－ジクロロエチレ
ン、二酸化炭素、ジメトキシメタン（ＤＭＥ）、前記第１のフルオロアルケンと異なる第
２のフルオロアルケン、及びこれらの任意の２種以上の組合せからなる群から選択される
少なくとも１種類の追加の成分；
を含む組成物。
【請求項２】
　前記少なくとも１種類の追加の成分が、イソペンタン、ｎ－ペンタン、シクロペンタン
、ブタン、イソブタン、２－エチル－１－ヘキサノール、トランス－１，２－ジクロロエ
チレン、ジメトキシメタン、Ｃ１～Ｃ４アルコール、水、ＣＯ２、及びこれらの組合せか
らなる群から選択される、請求項１に記載の組成物。
【請求項３】
　（ａ）トランスＣＦ３ＣＨ＝ＣＣｌＨ（１２３３ｚｄＥ）、シスＣＦ３ＣＨ＝ＣＣｌＨ
（１２３３ｚｄＺ）、トランスＣＨＦ２ＣＦ＝ＣＣｌＨ（１２３３ｙｄＥ）、シスＣＨＦ

２ＣＦ＝ＣＣｌＨ（１２３３ｙｄＺ）、トランスＣＨＦ２ＣＨ＝ＣＣｌＦ（１２３３ｚｂ
Ｅ）、シスＣＨＦ２ＣＨ＝ＣＣｌＦ（１２３３ｚｂＺ）、トランスＣＨＦ２ＣＣｌ＝ＣＨ
Ｆ（１２３３ｘｅＥ）、シスＣＨＦ２ＣＣｌ＝ＣＨＦ（１２３３ｘｅＺ）、ＣＨ２ＦＣＣ
ｌ＝ＣＦ２（１２３３ｘｃ）、トランスＣＨＦＣｌＣＦ＝ＣＦＨ（１２３３ｙｅＥ）、シ
スＣＨＦＣｌＣＦ＝ＣＦＨ（１２３３ｙｅＺ）、ＣＨ２ＣｌＣＦ＝ＣＦ２（１２３３ｙｃ
）、ＣＦ２ＣｌＣＦ＝ＣＨ２（１２３３ｘｆ）、及びこれらの２種以上の組合せからなる
群から選択される少なくとも１種類のモノクロロトリフルオロプロペン；及び
　（ｂ）潤滑剤、安定化剤、金属不動態化剤、腐食抑制剤、炎抑制剤、トリクロロフルオ
ロメタン（ＣＦＣ－１１）、ジクロロジフルオロメタン（ＣＦＣ－１２）、ジフルオロメ
タン（ＨＦＣ－３２）、ペンタフルオロエタン（ＨＦＣ－１２５）、１，１，２，２－テ
トラフルオロエタン（ＨＦＣ－１３４）、１，１，１，２－テトラフルオロエタン（ＨＦ
Ｃ－１３４ａ）、ジフルオロエタン（ＨＦＣ－１５２ａ）、１，１，１，２，３，３，３
－ヘプタフルオロプロパン（ＨＦＣ－２２７ｅａ）、１，１，１，３，３，３－ヘキサフ
ルオロプロパン（ＨＦＣ－２３６ｆａ）、１，１，１，３，３－ペンタフルオロプロパン
（ＨＦＣ－２４５ｆａ）、１，１，１，３，３－ペンタフルオロブタン（ＨＦＣ－３６５
ｍｆｃ）、水、ＣＯ２、及びこれらの２種以上の組合せからなる群から選択される少なく
とも１種類の追加の成分；
を含む組成物。
【請求項４】
　物質を、トランスＣＦ３ＣＨ＝ＣＣｌＨ（１２３３ｚｄＥ）、シスＣＦ３ＣＨ＝ＣＣｌ
Ｈ（１２３３ｚｄＺ）、トランスＣＨＦ２ＣＦ＝ＣＣｌＨ（１２３３ｙｄＥ）、シスＣＨ
Ｆ２ＣＦ＝ＣＣｌＨ（１２３３ｙｄＺ）、トランスＣＨＦ２ＣＨ＝ＣＣｌＦ（１２３３ｚ
ｂＥ）、シスＣＨＦ２ＣＨ＝ＣＣｌＦ（１２３３ｚｂＺ）、トランスＣＨＦ２ＣＣｌ＝Ｃ
ＨＦ（１２３３ｘｅＥ）、シスＣＨＦ２ＣＣｌ＝ＣＨＦ（１２３３ｘｅＺ）、ＣＨ２ＦＣ
Ｃｌ＝ＣＦ２（１２３３ｘｃ）、トランスＣＨＦＣｌＣＦ＝ＣＦＨ（１２３３ｙｅＥ）、
シスＣＨＦＣｌＣＦ＝ＣＦＨ（１２３３ｙｅＺ）、ＣＨ２ＣｌＣＦ＝ＣＦ２（１２３３ｙ
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ｃ）、ＣＦ２ＣｌＣＦ＝ＣＨ２（１２３３ｘｆ）、及びこれらの２種以上の組合せからな
る群から選択される少なくとも１種類のモノクロロトリフルオロプロペンと接触させるこ
とによって、少なくとも１種類のアルカロイドを含む物質を溶媒抽出することを含む溶媒
抽出方法。
【請求項５】
　トランスＣＦ３ＣＨ＝ＣＣｌＨ（１２３３ｚｄＥ）、シスＣＦ３ＣＨ＝ＣＣｌＨ（１２
３３ｚｄＺ）、トランスＣＨＦ２ＣＦ＝ＣＣｌＨ（１２３３ｙｄＥ）、シスＣＨＦ２ＣＦ
＝ＣＣｌＨ（１２３３ｙｄＺ）、トランスＣＨＦ２ＣＨ＝ＣＣｌＦ（１２３３ｚｂＥ）、
シスＣＨＦ２ＣＨ＝ＣＣｌＦ（１２３３ｚｂＺ）、トランスＣＨＦ２ＣＣｌ＝ＣＨＦ（１
２３３ｘｅＥ）、シスＣＨＦ２ＣＣｌ＝ＣＨＦ（１２３３ｘｅＺ）、ＣＨ２ＦＣＣｌ＝Ｃ
Ｆ２（１２３３ｘｃ）、トランスＣＨＦＣｌＣＦ＝ＣＦＨ（１２３３ｙｅＥ）、シスＣＨ
ＦＣｌＣＦ＝ＣＦＨ（１２３３ｙｅＺ）、ＣＨ２ＣｌＣＦ＝ＣＦ２（１２３３ｙｃ）、Ｃ
Ｆ２ＣｌＣＦ＝ＣＨ２（１２３３ｘｆ）、及びこれらの２種以上の組合せからなる群から
選択される少なくとも１種類のモノクロロトリフルオロプロペンから触媒の粒子を沈殿さ
せることを含む、固体担体上に触媒を堆積させる方法。
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